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概 要 
 
6 兆 3,907 億円という⽇本の広告費。街は広告であふれ、テレビ CM は満枠の状態が続き、⽇本の広告費は 6
年連続で前年⽐超えを達成しているという。 
しかし、劇的に世の中のコミュニケーション環境が変化する中、広告以外の⽅法でブランドの確⽴に成功して
いる例が存在することも、また確かである。むしろこうしたブランドほど、強い顧客基盤を持ち、持続的な躍進
を続け、現代のマーケターにとっての様々な指針が隠されているのではないだろうか。本研究は、マーケティン
グの実務を 10 年あまりにわたって実践してきた筆者のそうした疑問を出発点として、ほとんど広告をかけずに
⾼いブランドエクイティの形成に成功しているブランドの法則を明らかにするものである。 
 
本研究ではまず、⺠間の調査会社が公表しているブランドランキングにおける上位ブランドをピックアップ
し、ビデオリサーチ社の広告費データを⽤いてのべ 364 ブランドのブランドスコアと広告費との相関を調べ、
「広告費：少」かつ「ブランドスコア：⾼」のブランド―本研究では「Efficient ブランド」と定義した―を全体
（Tier1）と業界別（Tier2）にわけて全体で 14 の Efficient ブランドを抽出した。 
この過程で、先⾏研究では⼀定程度「ある」とされていた広告費とブランドスコアの相関関係が全体としては
認められなかった⼀⽅、業界別の観察を新たな視点として加えたことで、⼀定の相関関係が観察されたいくつか
の業界を洗い出すことにも成功した。 
その後、抽出された Efficient ブランドの中から 5 ブランドについてはインタビューを通じて、残りのブランド
については⽂献等を通じた定性的な深掘りを⾏った。その結果、Efficient ブランドに共通するブランド構成要素
を 5 つの P（Philosophy、Process、Proof、Property、Partner）としてあぶり出し、それを「Efficient ブランド
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の 5P」として定式化を⾏った。これら 5 つの要素はさらに 15 の⼦要素に分けられ、これまでブランド理論では
あまり包括的に語られてこなかったブランド構成要素である。 
5P の検証のため、Efficient ブランドとは対となる「広告費：多」かつ「ブランドスコア：低」のブランド―
本研究では「Spender ブランド」と定義した―との⽐較を簡易的なスコアリングで⾏った。その結果、5 つの P
全てにおいて Efficient ブランドが Spender ブランドよりも優れた活動を⾏い、中でも思想の鮮度やバリューに
⼤きな隔たりがあることがわかった。今後は同業界での企業⽐較をより精緻に⾏い、業界ごとにブランドドライ
バーとして有効な「Efficient ブランドの 5P」要素を検証していくことも有⽤である。 
本研究では最後に、Efficient ブランドを⽬指す実務上のステップを 4 つ提⽰した。「Efficient ブランドの
5P」に従ってブランドバリュー（WHAT）とブランドタッチポイント（HOW）を棚卸しし、補完として広告を
検討すべきとした。 
 
なお、本研究で提⽰した「Efficient ブランドの 5P」は、あくまでブランドスコアを従属変数とした研究の結
果であり、短期的な販促などにおいて必ずしも有効であるものではない。また、本研究は広告を否定するもので
はなく、特定の業界や特定の役割における広告の有⽤性を無視するものでもない。とはいえ、先⾏研究では着⽬
されてこなかった「外れ値」である Efficient ブランドに着⽬したのは本研究が筆者の知るところ初めてであ
り、多額の広告費をかける余裕のないほとんどすべてのブランドにとって、経営資源と知恵を総動員した⼒強い
ブランディングの指針となれば幸いである。 
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序論 
 
第一節 研究の目的と意義 
第一項 研究の動機 
6 兆 3,907 億円。 
電通が毎年発表している『⽇本の広告費』2017 年1の数値である。このレポートで「前年
⽐ 101.6%で、戦後 2 番⽬の⻑さの景気拡⼤期に伴って増加し、6 年連続で前年実績を上回
った。」と既述されているように、⽇本の広告費はゆるやかかつ着実な成⻑軌道にあるよ
うだ。しかもこの額は名⽬ GDP に対して 1.17%という数字だ。 
 
『⽇本の広告費』の定義では、この 6 兆 3,907 億円という数字は、テレビ、新聞、雑
誌、ラジオのいわゆる「マス四媒体」に加えて、衛星メディア、インターネット、プロモ
ーションメディアを加えた七媒体の広告料および広告制作額ということになる。統計的な
拡⼤推定を⽤いてはいるものの、実態をかなりの⾼精度で反映したものと⾔えるだろう。 
 
さて、この 6 兆某という数字をみると、あるいは、名⽬ GDP の 1%以上という数字をみ
ると、あるいは、あらゆる⼤企業が広告代理店をパートナーとしてその宣伝活動を過去⼀
世紀以上にわたって⾏ってきたことをみると、ブランドにとって広告や宣伝の必然性は疑
いのないようにみえる。 
 
だが、劇的に世の中のコミュニケーション環境や購買環境が変化する中で、広告費をか
け続けてもなお消費者とのコミュニケーションに苦⼼を続けるブランドがあまりに多いと
はいえないだろうか。そしてその⼀⽅で、ほとんど広告費をかけずに確固たるブランドエ
クイティを確⽴している企業も存在している。どちらかとえいば後者のブランドにこそ、
現代のブランディングやマーケティングのヒントが隠されているのではないか。 
 
10 年間にわたって様々なクライアントのマーケティングコミュニケーションに携わって
きた私の実務上のそうした疑問が、本研究の出発点である。 
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第二項 研究の目的 
この論⽂の⽬的は、そうした「広告を必要としない」あるいは「広告に頼らない」ブラ
ンディング⼿法に焦点をあて、⼈的・資⾦的リソースの限られたほとんどのビジネス環境
においてブランディング活動を成功に導く⼀定の法則をあぶりだすことである。 
 
第三項 研究の意義 
広告を⽤いずに⾼いブランドエクイティを達成しているブランドの成功法則を普遍化し
て世の中に提⽰することで、多くのブランドやマーケターの抱える課題にヒントを与える
ことが出来るだろう。なぜならば、ほとんどすべての企業やブランドは、じゅうぶんな広
告予算など持っていないのだから。 
それこそが、本研究が対象とする社会＝すなわち広告代理店主導で⾏われてきたブラン
ディングの実務＝に提供できる意義である。 
 
第二節 本研究の構成 
本論は、以下 3 つの章から構成される。 
 
第⼀章では、これまでの学術論⽂や書籍からなる先⾏研究のレビューを⾏う。これはさ
らに、本研究で扱う広告宣伝費とブランド価値との関連を扱ったものと、ブランディング
に関する包括的な⽂献とを俯瞰する。 
 
第⼆章では、⺠間の調査会社が発表しているブランドスコアと広告費との関係を、定量
的に観察する。ブランドスコアには⺠間 4 社の上位ブランドの値をそれぞれ⽤い、広告費
は特に広告を⾏う際の媒体費を⽤いた。それぞれの詳細と、これらを⽤いた理由は後述す
る。 
 
第三章では、第⼆章の定量的な観察からあぶりだされた、広告しないブランディングに
成功しているブランド「Efficient ブランド」の深掘りを定性的に⾏う。ここでは主にイン
タビューを通じて、Efficient ブランドのブランディングアプローチや構成要素、および課
題にアプローチしていく。 
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そしてその定性的深掘りを経て、「広告しないブランディング」の成功⼿法を定式化し
た「Efficient ブランドの 5P」フレームワークを提⽰し、Efficient ブランドを⽬指すメソッ
ドを提唱する。 
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本論 
第一章：広告とブランドに関する先行研究 
 
第一節 広告宣伝費とブランド価値の関連性に関する研究 
広告宣伝費とブランド価値の相関関係に関する研究は世界的にみても限られている2が、
いくつか本研究のテーマと関連したものが存在する。 
 
第一項 国内 
⽥中・⾺渡（2008）3は、2007 年３⽉までの直近⼀年間のマス広告費⽤（電通 DAS デー
タを使⽤）と企業価値（トービン q）との関連を重回帰分析で⽰し、これらには統計的に有
意な相関関係があると⽰した。 
しかし、相関係数は 0. 0899 と⾮常に低い値となっている。また、同論⽂で付されている
ように、①相関関係は⾒いだせるものの因果関係とは⾔えないこと、②有意⽔準ではある
ものの低い決定係数（重回帰分析の Adj R2=0.13）には注意を払いたい。また⾺渡は広告す
ることへのインセンティブを持つ電通社員であることなどにも留意すべきである。 
 
⼤⽯・畠⼭（2011）4は、2010 年度の広告宣伝費と、⽇経企業イメージ調査の関係につ
いて、75 社について広告宣伝費は企業イメージ（「親しみやすい」「個性がある」など 21
項⽬の総合平均スコア）と正の相関関係が⼀定度合いあることを⽰した。 
しかし、相関係数 0.5 前後になるのは広告宣伝費が 200 億円以上の企業群（N=25）に限
られるとしており、それ以下のグループにおいては ①業種の違い ②⽣活品企業における
広告宣伝費の違いが⽣む効果 ③製品パフォーマンスの影響 を理由として相関があらわれ
にくいと指摘している。 
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福⽥（2016）5は、過去 4 年間の広告宣伝費がブランド価値 CBV（筆者注：CB バリュー
エーター1）に対して統計的に有意な正の影響を与えるとした⼀⽅で、CBV の上昇や下降に
対する広告宣伝費の効果が⼤きいとは⾔えないと結論付けている。 
しかし、この論⽂における Log 広告宣伝資産→LogCBV の関係は、共分散構造分析の標
準化回帰係数が 0.174 と、因果関係があるというにはいささか説得⼒不⾜が否めない。福
⽥はまた、広告宣伝費以外の要素とブランド価値についても研究が必要であると指摘して
おり、本研究が⼀定の解答を与える部分があるだろう。 
 
福⽥（2016）がいうように、広告費とブランド価値との関連性は実証的にほとんど研究
されていない分野であるが、先⾏研究はことさら広告費とブランド価値の正の相関関係が
あることに着⽬したものが全てであり、それが CBV であろうが株価であろうが、基本的に
は同じ視点である。 
しかし、先⾏研究には統計的にも論理的にも、いささか結論ありきの側⾯がある。 
表 1 は国内の先⾏研究をまとめた表であるが、ここに⽰されるように、先⾏研究は ①統
計的に有意かどうかに依りすぎている ②分析対象を広告宣伝費が多い企業に限定している 
③因果関係を説明できていない など、実務としての指針にかけるいくつかの課題を抱えて
いる。 
 
研究 結論要旨 課題 
⽥中・⾺渡 
（2008） 
マス広告費⽤と企業価値（ト
ービン q）には統計的に有意
な相関関係がある 
・相関関係は⾒いだせるものの因果関係とは⾔
えない 
・有意⽔準ではあるものの低い決定係数（重回
帰分析 Adj R2=0.13） 
・広告費がゼロの企業は除外 
⼤⽯・畠⼭ 
（2011） 
広告宣伝費は企業イメージと
正の相関関係が⼀定度合いあ
る 
・広告宣伝費を公表している 75 社に限定 
・相関係数 0.5 前後とやや弱い上、200 億円以上
の企業群（N=25）に限定 
福⽥ 
（2016） 
過去 4 年間の広告宣伝費がブ
ランド価値 CBV に対して統計
的に有意な正の影響を与える 
・CBV の上昇や下降に対する広告宣伝資産の影
響は有意でない 
・共分散構造分析において Log 広告宣伝資産→
                                                   
1 伊藤邦雄⼀橋⼤学教授が⽇本経済新聞社と開発したモデル。2001 年〜2011 年まで毎年発表された。 
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LogCBV の標準化回帰係数が 0.174 と相対的に
低い 
表 1 国内先行研究のまとめ 
 
第二項 海外 
Zulfigar, Shar & Akbar（2007）6によると、Ben-Zion (1978)は広告販促費（Advertising 
& Promotion: A&P）の⻑期的な効果を株価データから分析したおそらく初めての研究であ
る。他に、A&P を扱った先⾏研究には次のようなものがある。 
・Berger & Mitchell (1989) A&P とブランド意向との関連 
・Erickson & Jacobson (1992) 株式市場に対してのシグナルとしての A&P への投資 
・Moorthy & Zhao (2000) 品質などの無形資産と A&P との関連 
・Keller (2002) 広告がブランドエクイティを向上させ、財務的価値を創造する 
・Singh et al. (2005) 広告費が MVA の向上に寄与する 
その他近年のものでは、Leslie & David（2015）7が広告の⻑期効果をシングルソースデ
ータで分析し、TVCM の GRP（筆者注：Gross Rating Point=広告投下量ののべ
．．
視聴率）
は⻑期的ブランド効果に影響はないとしたものや、Sascha et al.（2015）8がスーパーボール
広告のブランドエクイティ、特に株価に与える影響を分析し、スーパーボウルの TVCM は
顧客のブランドエクイティはもちろん、最終的に株価の押し上げ要因にもなりうるが、ブ
ランドエクイティの⼤きなブランドはその効果が「天井効果」を受ける、と結論づけてい
る。 
 
海外の先⾏研究においては、株価や MVA など、市場的・財務的側⾯からの広告宣伝費
とブランド価値の関連を扱った研究が多いのが特徴である。インターブランドですら財務
的価値をそのスコアリングの出発点としており、ここに⽇本と海外の「ブランド」への考
え⽅における根本的な違いが⾒え隠れしていることも興味深い。 
 
海外の先⾏研究のまとめを表 2 に⽰す。 
 
研究 結論要旨 
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Kelle (2002) 広告がブランドエクイティを向上させ、財務的価値を創造する 
Singh et al. (2005) 広告費が MVA の向上に寄与する 
Leslie & David (2015） TVCM の GRP は⻑期的ブランド効果に影響はない 
Sascha et al.（2015） 
スーパーボウルの TVCM はブランドエクイティに効果はあるが、 
いずれ”天井効果”を受ける 
表 2 海外先行研究のまとめ 
 
第三項 先行研究に対する本研究の意義 
これまで国内と海外の先⾏研究をみてきたが、先⾏研究に対する本研究のドラスティッ
クな意義は、（低い相関係数にもかかわらず）先⾏研究において⾒落とされたり、（広告
宣伝費がゼロだからという理由で）意図的に除外されたりしてしまったようなブランドに
あえて着⽬することにある。 
 
なぜならば、広告費をたくさん欲しい広告会社や媒体社は別として、実務家にとって
「広告費はブランド価値を向上させる」という研究は何の役にも⽴たないと断⾔できるか
らである。広告はある条件下においては⾮常に有効な⼿段であることに違いはないもの
の、コミュニケーション⼿段の中では最も多額の投資を必要とする。実務では、⼤規模な
広告展開をするに耐える経済的・⼈的資産をもっているブランドはむしろ極少数だ。先に
紹介した⼤⽯・畠⼭（2011）の研究で相関関係がみられるとされた企業の数はなんと 25 で
ある。⽇本には法⼈税を納めているだけでも 101 万社以上の法⼈があり9、25 社で広告の有
効性を論じることはきわめて特殊な状況下で論じているといわざるをえない。 
 
むしろ実務においては「いかに広告費をかけずに売上や利益を伸ばすか」こそが、ほと
んどのマーケターが抱える課題なのである。そうした実務上の課題において、本研究の役
割はあらためて意義深いものとなるだろう。 
 
 
第二節 ブランディングやマーケティング一般に関する研究 
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本研究のテーマによらず、俯瞰的な現代のマーケティング理論、ブランディング理論を
俯瞰しておくことも重要だと考える。Kottler (2016）10は今でもマーケティング理論を網羅
的にまとめる作業を続けている。カスタマージャーニーは AISAS や AIDMA から 5A へ、
そしてマーケティングの 4P（Product, Price, Place, Promotion）は 4C（Co-creation, 
Currency, Communal Activation, Conversation）へと進化すべきだと主張する。 
また Kottler は、これまでのようにブランドアイデンティティとポジショニングは重要と
しながらも、それを繰り返し伝え続けることは「今⽇では⼗分ではないかもしれない11」と
警鐘を鳴らす。 
 
また、その Kottler に対峙するように数理派の先鋒を切る Sharp（201012, 201513）らの著
作も現代マーケティング理論の俯瞰という意味で重要だろう。Sharp らオーストラリアの
Ehrenberg-Bass 研究所の⼀派は、数多くの「マーケティングの教科書14」に記載されてい
るような以下の事実を、データをもとに否定している。 
・パレートの法則（80:20 の法則）は正しい 
・新規顧客獲得よりも既存顧客のロイヤルカスタマー化のほうがリターンが⼤きい 
・ポジショニングや差別化は重要である 
・消費者のブランド選考には理由がある 
実際に Sharp らは、P&G など世界のトップマーケティングカンパニーの理論的⽀柱とし
て存在感が増してきている。 
 
 
第三節 「広告しない」ことに関する文献 
本研究に関連した「広告しない」宣伝やブランディング⼿法については、個別の企業を
取り扱った書籍や、類似したテーマを特集した雑誌記事などで確認出来るものも存在する
が、本研究においては主に第三章にて適宜引⽤または脚注で紹介していくこととする。  
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第二章：広告しないブランドの定量的観察 
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第二章：広告しないブランドの定量的観察 
 
第一節 分析データの選定 
第一項 ブランドスコア 
⽇本国内のブランドを対象とした⼊⼿可能なブランドスコアのデータから、本研究では
次の 4 つのデータを分析対象とした。 
 
I. ブランド・ジャパン（日経 BP コンサルティング） 
⽇経 BP コンサルティング社が 2001 年から継続するブランド・ジャパンは、のべ 1,500
ブランドのブランドスコアを、5 万⼈超の消費者とビジネスパーソンが評価する調査であ
る。毎年 11 ⽉の「本調査」でコンシューマー市場（BtoC）編とビジネス市場（BtoB）編
に分けて調査をおこない、調査結果は翌年 3 ⽉に報告書として発⾏している。 
BtoC 編では、消費者がもつイメージから「フレンドリー」「コンビニエント」「アウト
スタンディング」「イノベーティブ」の４つの因⼦スコアと、ブランド総合⼒を算出。
BtoB 編では、ビジネスパーソンがもつイメージから「先⾒⼒」「⼈材⼒」「信⽤⼒」「親
和⼒」「活⼒」の５つの因⼦スコアと、ブランド総合⼒を算出している。 
本研究では、⼀般消費者への浸透という意味合いでより普遍的なスコアに近い BtoC 編の
上位 100 社のブランド総合⼒をデータとして⽤いた。 
 
II. ブランド戦略サーベイ（日経リサーチ） 
⽇経リサーチ社が発表するブランド戦略サーベイは、コンシューマー（消費者）とビジ
ネスパーソンという 2 つの視点から、国内有⼒企業のブランド⼒を多⾓的に評価・分析す
る調査である。ブランド戦略サーベイもブランド・ジャパンと同様、コンシューマー編と
ビジネスパーソン編に分かれている。 
コンシューマー編では「⾃分必要度」「独⾃性」「愛着度」「プレミアム」「推奨意
向」の 5 因⼦スコアと、総合スコアとして PQ-C を算出。ビジネスパーソン編では「ビジ
ネス有⽤度」「独⾃性」「企業魅⼒度」「プレミアム」「推奨意向」の 5 因⼦スコアと、
総合スコアとして PQ-B を算出している。 
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本研究では、この調査において企業のブランド⼒を表す総合的な指標である「ブランド
総合 PQ」の上位 100 社の値を⽤いた。⽤いたのは 2018 年版で、各業種の代表企業 600 社
（ブランド）を対象に、2018 年 6〜7 ⽉にインターネットで調査したものだ。回答者はコ
ンシューマー4 万 5172 ⼈、ビジネスパーソン 4 万 4515 ⼈で、1 社あたりではともに約 750
⼈である。 
 
III. JNN データバンク全国定例調査（JNN データバンク） 
「第 74 回 JNN データバンク定例全国調査」（2017 年 11 ⽉実施）を基に、⽇本⼈にな
じみのある企業・ブランドについて、「好感を持っている」と回答した割合を「好感度」
とし、その得点上位 300 社が発表されている。 
同調査は、TBS テレビをキー局とする全国 28 社のテレビ局（JNN 系列）が 1971 年から
毎年共同で⾏っているライフスタイル調査で、調査対象は 13〜69 歳の男⼥約 7400 ⼈。訪
問留置法（調査員が対象者宅を訪問し、アンケートの記⼊依頼を⾏い、後⽇回収する調査
⽅法）を⽤いている。本研究では、このうち上位 100 社を分析対象とした。 
 
IV. Japan Best Global Brands + Japan Best Domestic Brands（Interbrand） 
ブランドコンサルティング会社のインターブランド社が 2009 年より毎年発表しているブ
ランドランキング。⽇本のグローバルブランド（海外売上⾼⽐率 30%以上）を対象とした
「Japanʼs Best Global Brands (JBGB)」と、ドメスティックブランド（海外売上⾼⽐率 30%
未満）を対象とした「Japanʼs Best Domestic Brands (JBDB)」の 2 部⾨における上位各 40
ブランド=計 80 ブランドについて、独⾃に算出されたブランドスコアが発表されている。 
インターブランドのブランドスコア評価⼿法は、 ①財務分析から将来の経済的利益を算
出 ②利益のうちブランドの貢献分を抽出 ③ブランドによる利益の将来の確実性を評価
（ブランド強度分析） という 3 ステップで「将来どれくらい収益を上げると予想される
か」という視点に基づいてブランドの価値を分析・評価している。ブランドの⾦銭的価値
測定のための世界標準として，国際標準化機構（ISO）から ISO10668 の認定を受けてお
り、世界でもベンチマークとされることの多いランキングである。 
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データ ブランド・ジャパン 
ブランド戦略 
サーベイ 
JNN データバンク 
定例全国調査 
JBGB+JBDB 
発⾏元 
⽇経 BP 
コンサルティング 
⽇経リサーチ JNN データバンク インターブランド 
調査年⽉ 2017 年 11 ⽉ 2018 年 6〜7 ⽉ 2017 年 11 ⽉ 
2017 年 10 ⽉〜11
⽉ 
⽅法 消費者調査 消費者調査 消費者調査 財務分析から算出 
サンプル数 5 万⼈超 
コンシューマー
45,172 ⼈ 
ビジネスパーソン
44,515 ⼈ 
※1 社あたりでは 
ともに約 750 ⼈ 
約 7,400 ⼈ - 
本研究で⽤いた 
スコア 
ブランド総合⼒ 
※BtoC 編 
ブランド総合 PQ 好意度 
独⾃に算出した 
ブランドスコア 
抽出対象件数 上位 100 社 上位 100 社 上位 100 社 
JBGB 上位 40 社 
JBDB 上位 40 社 
財務ウエイトの
有無 
無 無 無 有 
除外対象件数 
（商品ブランド
または媒体費デ
ータ無し） 
30 2 2 3 
定量分析 
対象企業数 
69 97 98 77 
表 3 本研究で用いたブランドスコアデータの一覧と分析対象企業数 
本研究で⽤いた 4 つのブランドスコアデータの⼀覧を表 3 にまとめた。先⾏研究で明ら
かなように、広告宣伝費と株主価値や利益など財務的指標とは（当然ながら）ある程度の
相関が存在しているため、財務分析が出発点となっているインターブランドのブランドス
コアは本研究においては留意が必要である。本研究が着⽬したいのはあくまで消費者のマ
インドにおけるブランドスコアであり、財務的な⼤⼩に多少なりとも影響を受けて算出さ
れたブランドスコアの取扱いには注意が必要だ。 
また本研究では各データ共通して、個別の商品ブランドは除外している。企業別で収集
した広告費との相関が曖昧になるためである。媒体費の統計上データが無かったブランド
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も研究上除外していることに留意したい。結果として定量分析の対象となったブランドの
件数は表 3 の最下部にある数字となった。 
 
第二項 広告費 
本研究で検討可能な広告費のデータには、2 つの選択肢がある。 
⼀つは、各社が財務諸表で公表している広告宣伝費を⽤いる⽅法である。これは先⾏研
究の⼤⽯・畠⼭（2011）や福⽥（2016）が⽤いている⼿法である。しかし、①広告宣伝費
を公表していない企業については分析が出来なくなる ②会計上広告宣伝費として計上され
るものの内訳が各社によって曖昧 という 2 つの問題点があり、分析のデータ数、精度の両
⾯を考慮するとふさわしくない。 
もう⼀つは、ビデオリサーチ社をはじめとする⺠間のメディア調査会社が広告代理店な
どに提供する観測的な広告費、とくに媒体費のデータである。これは世の中に表⽴って⾏
われている広告活動については網羅的にモニタリングされており、とくに財務諸表上の広
告宣伝費の公表有無に影響されず、得られるデータの数が圧倒的に多い。先⾏研究の⽥
中・⾺渡（2008）では、この観測的な媒体費データを電通の DAS というシステムで出⼒
し、論⽂に⽤いられている。このアプローチに問題点があるとすれば、その媒体費は出稿
量の観察からの推算値だという点であろう。 
 
以上 2 通りのアプローチを検討したのち、本研究ではより多くの企業を対象にできる後
者のデータを使⽤することにした。しかしここで本研究が修⼠論⽂であることの限界が訪
れるわけだが、ビデオリサーチ社は研究⽬的についてはテレビ媒体費の過去 3 年分しか提
供を許していない。したがって本研究では 2015〜2017 年の 3 年間のビデオリサーチ社が
提供するテレビ媒体費データを⽤いざるを得なかった。この点については今後の研究課題
として第四章で詳しく記す。 
 
なお実務では、テレビ、インターネット、新聞、雑誌、ラジオ、屋外広告の 6 媒体（特
に近年ではインターネットをモバイルとそれ以外に区別して 7 媒体とする場合もある）に
おける過去数⼗年にわたる企業別、ブランド別、商材別の推計媒体費データが⼊⼿可能
で、これを競合分析などの様々なマーケティング・プランニングに⽤いる。本研究の精度
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や成果をもっと⾼めるには、こうした実務上のデータを研究⽬的で提供してもらい、より
多⾓的に観察することが重要である。 
 
第三項 ブランドの四類型 
さて、この章での定量的観察の理解を容易にするため、横軸に広告費（とくに本章では
テレビ媒体費）、縦軸にブランドスコアをとった四類型のマトリクスを図 1 に提⽰する。
本研究では第⼀象限から順に Enhancer、Efficient、Common、Spender と名付け、このあ
との第三章では第⼆象限に属する「Efficient ブランド」に着⽬して定性的な深掘りを⾏っ
ていく。 
念のため留意したいのは、国内に 380 万社以上の法⼈が存在し、⼤企業だけでも 11,000
社あることを考えると、本研究で観察してきたような各ブランドランキングの上位 100 社
ないし 40 社の企業群は、マクロ的にはそもそもどれもが Efficient や Enhancer の象限に⼊
っているということだ。本研究ではあくまで、さらにその中での Efficient ブランドに注⽬
するものである。 
 
 
図 1 本研究が定義するブランドの四類型 
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第四項 Efficient ブランドの抽出条件 
さて本研究においては、2 つの Tier（段階）にわけて Efficient ブランドの抽出を⾏う。
ひとつは調査全体の企業群における Efficient ブランド（Tier1 とする）、そしてもうひと
つは業界別の企業群における Efficient ブランド（Tier2 とする）である。調査全体のみな
らず業界別に Efficient ブランドを抽出する理由は、それぞれの業界で競争環境や商品特性
（価格、チャネル、購⼊頻度、等）が異なるため、同業界の中での Efficient ブランドに着
⽬することにも⼀定の価値があると考えるからである。 
図 2 に、本研究におけるその 2 つの Tier それぞれでの Efficient ブランドの抽出条件を⽰
す。Tier1（調査全体）の Efficient ブランドは ブランドスコア>平均値 かつ テレビ媒体
費<1 億円 とし、Tier2（業界別）では ブランドスコア>業界平均値＋標準偏差 かつ テレ
ビ媒体費<業界中央値 とした。 
Tier1、Tier2 に共通して、ブランドスコアはインターブランドを除いておおむねまとま
ったスコア化をされていることから平均値を⽤い、Tier2 でのテレビ媒体費は企業によって
0〜1000 億円まで様々な値をとるため、極端な値に影響されにくい中央値を⽤いることに
した。 
 
 
図 2 本研究における Efficient ブランドの抽出条件（2 つの Tier） 
 
第五項 本章で用いる記号と留意点 
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この節では、実際に前節で述べた 4 のブランドスコアデータそれぞれについて、ブラン
ドスコアと広告費の相関関係を観察していくことにする。 
また、この節では特に注記のない場合、説明を簡略にするため、以下の記号を⽤いるこ
とにする。 𝒱 =ブランドスコア ℳ =過去3年間のテレビ媒体費合計額 
 
また表 3 について述べた通り、⽐較可能性を担保するため、企業ではない個別ブランド
は除外してあること、およびテレビ媒体費のデータが⼊⼿出来なかった企業は除外してあ
ることについてご留意いただきたい。 
 
 
第二節 Tier1（調査全体）での抽出 
第一項 Tier1 の抽出企業 
さて、さっそく各調査における Efficient ブランドを抽出していこう。 
まず、ブランド・ジャパンにおける𝒱とℳの関係を図3 に⽰す。 
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図 3 ブランド・ジャパンの𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
ブランド・ジャパンの Efficient ブランドの条件は𝒱>71.5、ℳ<1 億円であるが、これに
合致する企業は、良品計画とスターバックスコーヒージャパンの 2 社であった。 
 
次に、ブランド戦略サーベイにおける𝒱とℳの関係を図4 に⽰す。 
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図 4 ブランド戦略サーベイの𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
ブランド戦略サーベイのスコアにおいて特徴的なのは、文具メーカーのスコアが高く出
ている傾向があるということである。	
ブランド戦略サーベイの Efficient ブランドの条件は𝒱>647.7、ℳ<1 億円であるが、ブラ
ンド戦略サーベイにおける Tier1 の抽出条件を満たす Efficient ブランドは、コクヨ、ゼブ
ラ、三菱鉛筆の 3 社であった。 
 
次に、JNN データバンクにおける𝒱とℳの関係を図 5 に⽰す。 
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図 5 JNN データバンクの𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
JNN データバンクの Efficient ブランドの条件は𝒱>19.8、ℳ<1 億円であるが、JNN デー
タバンクで Tier1 の抽出条件を満たす Efficient ブランドは、良品計画のみであった。 
 
最後に、インターブランドにおける𝒱とℳの関係を図6 に⽰す。 
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図 6 インターブランドの𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
すでに述べたとおり、インターブランドのランキングにおける𝒱は、財務的な分析を出発
点としているため、スコアの開きが 1,000 倍近い値になっている。したがって図6 では縦
軸を他の 3 つとは異なり対数で表⽰してあることに留意いただきたい。 
さて、インターブランドの全体を眺めると、やはり財務的なウエイトが強く、⾦融機関
が JBGB で 40 ブランド中 5 社、JBDB では同 6 社が⼊っており、全体として 80 ブランド
中 11 社を⾦融機関が占めている。これは、先の 3 つ、すなわち⼀般消費者のパーセプショ
ンをベースにしたブランドスコアとは別の性格をもったものであることに注意したい。 
インターブランドの Efficient ブランドの条件は𝒱>2,864、ℳ<1 億円であるが、結果とし
てインターブランドのランキングで Tier1 の抽出条件を満たす Efficient ブランドは存在し
なかった。 
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第三節 Tier2（業界別）での抽出 
第一項 観察対象業界の決定 
さて、ここからは Tier2 つまり業界別の Efficient ブランドを抽出していくが、その前に
どの業界を本研究が観察したかをまとめておく。なお Tier1 の結果からわかるように、イ
ンターブランドのブランドスコアは本研究の抽出条件では Efficient ブランドを選び出すこ
とが困難なため、Tier2 では除外する。 
さて、本研究の Tier2 でみていく業界は、統計的意味合いをある程度担保するため、同
業界から 5 社以上が分析データに⼊っている業界に絞った。その結果を⽰したのが表 4 で
ある。結果として、本研究では表 4 で網掛けをおこなっていない 13 業界を Tier2 の分析対
象業界として決定した。 
 
業界 ブランド・ジャパン ブランド戦略サーベイ 
JNN データバンク 
定例全国調査 
IT/SaaS 7 7 5 
エレクトロニ
クス 
6 18 10 
エンターテイ
メント 
2 1 2 
コンビニエン
スストア 
3 1 3 
スポーツ 3 4 5 
外⾷ 6 0 6 
⾃動⾞ 2 5 5 
住宅 0 0 1 
メディア 3 0 0 
⾦融 1 0 0 
⽣活⽤品 3 5 4 
⽣活消耗品 2 6 6 
⽣活⼩売 6 1 10 
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通信 1 1 2 
⽂具 0 6 0 
輸送/運輸 3 9 7 
⾷品（⼀般） 8 15 15 
⾷品（飲料） 5 8 8 
⾷品（菓⼦） 8 10 9 
計 69 97 98 
全業種ℛ)2 0.0424 0.0047 0.0199 
表 4 3 つのブランドスコアデータにおける業界別の企業数 
表 4 の最下部に、3 つの調査それぞれにおける𝒱とℳの単回帰式の決定係数ℛ)を⽰し
た。これは𝒱とℳがどれだけ相関関係があるかの指標になるものであるが、3 つ全てついて
相関関係がみられるものではなかった。この事実は、ブランド価値と広告宣伝費の関係に
は⼀定の相関関係があるとした先⾏研究の結論と相反するものである。 
 
次に、そうして抽出した 13 業界における𝒱とℳの単回帰式の決定係数ℛ)をまとめ、業界
別に算出した単回帰式の決定係数ℛ)の平均値で降順にソートしたものが表 5 である。 
 
業界 ブランド・ジャパン ブランド戦略サーベイ 
JNN データバンク定
例全国調査 
平均 
⽣活消耗品   0.7480 0.3893 0.5687  
IT/SaaS 0.8775 0.3929 0.2506 0.5070  
⾷品（飲料） 0.7497 0.0804 0.1341 0.3214  
スポーツ     0.3103 0.3103  
エレクトロニ
クス 
0.1188 0.2956 0.2561 0.2235  
⾷品（⼀般） 0.1558 0.2044 0.1330 0.1644  
⾃動⾞   0.2114 0.0874 0.1494  
⽣活⼩売 0.0376   0.2275 0.1326  
⾷品（菓⼦） 0.0225 0.2574 0.0446 0.1082  
外⾷ 0.0418   0.0289 0.0354  
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輸送/運輸   0.0011 0.0475 0.0243  
⽣活⽤品   0.0216  0.0216  
⽂具   0.0147   0.0147  
エンターテイ
メント 
        
メディア         
⾦融         
コンビニエン
スストア 
        
住宅         
通信         
MAX 0.8775 0.748 0.5975   
MEAN 0.2862 0.2228 0.2037   
MEDIAN 0.1188 0.2079 0.1808   
MIN 0.0225 0.0011 0.0289   
表 5 抽出した 13 業界における各調査の𝒱とℳの単回帰式決定係数ℛ) 
※赤字は負の相関、ℛ)の平均値降順でソート 
表 5 では、表 4 に加えてさらに新たな視点が提⽰されている。 
それは、個別の調査全体で観察したときにほとんど相関がないようにみえた𝒱とℳの関
係が、特定の業界においてはある程度の相関が存在する可能性がある、ということであ
る。 
特にℛ)の平均値が 0.3 を上回る⽣活消耗品、IT/SaaS、⾷品（飲料）、スポーツ、の 4 業
界においては、𝒱とℳの単回帰式がある程度説明できうることが⽰された。例えば⽣活消
耗品業界ではℛ)****=0.5 687 と⾼めの決定係数となっており、5 社以上を観察できたブランド
戦略サーベイと JNN データバンクにおいて、𝒱とℳに正の相関がみられた。あるいは、
JNN データバンクのデータによれば、スポーツ業界においてはむしろ負の相関関係が⼀定
度合いあることが⽰され、「広告下⼿」なブランドの存在が浮き彫りになった格好である
（図 7）。 
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図 7 スポーツ業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
本稿の末尾に巻末資料として、抽出した 13 業界それぞれにおける𝒱とℳの相関図を添付
したので、参考にしていただきたい。 
 
第二項 Tier2 の抽出企業 
さて、そうして抽出した 13 業界において、いよいよ実際に Efficient ブランドを抽出し
ていこう。抽出条件をあらためて確認しておくと、図 2 で⽰したとおり、Tier2 においては 
ブランドスコア>業界平均値＋標準偏差 かつ テレビ媒体費<業界中央値 である。 
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そうして抽出した Tier2（業界別）の Efficient ブランドを表 6 にまとめる。 
業界 ブランド・ジャパン ブランド戦略サーベイ 
JNN データバンク 
定例全国調査 
⽣活消耗品   なし なし 
IT/SaaS なし ⽇本マイクロソフト なし 
⾷品（飲料） なし なし 
アサヒカルピスウェルネ
ス 
ヤクルト本社 
スポーツ     ナイキジャパン 
⽣活⽤品   なし なし 
エレクトロニクス なし ソニー ソニー 
⾷品（⼀般） なし カゴメ なし 
⾃動⾞   なし なし 
⽣活⼩売 良品計画   良品計画 
⾷品（菓⼦） カルビー カルビー カルビー 
外⾷ なし   モスフードサービス 
輸送/運輸   ヤマト運輸 なし 
⽂具   なし   
エンターテイメント       
メディア       
⾦融       
コンビニエンススト
ア 
      
住宅       
通信       
表 6 Tier2（業界別）の Efficient ブランド 
簡単に Tier2 の観察をいくつか、図であらわしておこう。 
たとえばℛ)が最⼤値（0.7480）となったブランド戦略サーベイでの⽣活消耗品業界をみ
てみよう。 
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図 8 生活消耗品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
ブランド戦略サーベイでは⽣活消耗品業界から 6 社が上位 100 社に名を連ねており、こ
こでの Efficient ブランドの抽出条件を算出すると	𝒱>644 かつ	ℳ<25,535,099 千円 とな
り、これに該当するのは図 8 の⻘い枠で⽰した領域内で、該当企業なしということにな
る。⽣活消耗品業界では広告費とブランドスコアとに⼀定の相関関係がある、という前項
の観察結果と合致している。 
 
図 9 は、ℛ)=0.0225 とかなり分散的な分布がみてとれたブランド戦略サーベイの⾷品
（菓⼦）業界における𝒱とℳの関係をあらわしたグラフである。 
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図 9 食品（菓子）業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
ブランド・ジャパンでは菓⼦業界から 8 社が上位 100 社に名を連ねており、ここでの
Efficient ブランドの抽出条件を算出すると	𝒱>77 かつ	ℳ<3,136,098 千円 となった。これ
に該当するのは図 9 の⻘い枠で⽰した領域内、企業で⾔えばカルビーのみ、ということに
なる。菓⼦業界のように散布的な分布をみせた業界は多く、図 1 で⽰した四類型がそれぞ
れ存在しているような格好をみせている。 
 
以上は⼀例だが、上記のような業界別の抽出作業を 13 業界それぞれで⾏い、Tier2 の
Efficient ブランドを抽出した。 
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第四節：小結 
第一項：抽出された Efficient ブランド 
さて、この章を通じて観察してきたTier1 と Tier2 それぞれの Efficient ブランドを表 7
にまとめる。表 3 に示したのべ264ブランドの中から抽出されたEfficient ブランドは、
重複をのぞいて合計14ブランドという結果になった。	
 
Tier ブランド・ジャパン 
ブランド戦略 
サーベイ 
JNN データバンク 
定例全国調査 
Tier1 
（調査全体） 
スターバックスコーヒージ
ャパン 
良品計画 
ゼブラ 
三菱鉛筆 
コクヨ 
良品計画 
Tier2 
（業界別） 
良品計画（⽣活⼩売） 
カルビー（菓⼦） 
⽇本マイクロソフト
（IT/SaaS） 
ソニー（エレクトロニク
ス） 
カゴメ（⾷品） 
カルビー（菓⼦） 
ヤマト運輸（輸送/運輸） 
 
カルピス（飲料） 
ヤクルト本社（飲料） 
ナイキジャパン（スポー
ツ） 
ソニー（エレクトロニク
ス） 
良品計画（⽣活⼩売） 
カルビー（菓⼦） 
モスフードサービス（外
⾷） 
企業数計 
（重複除く） 
14 
表 7 抽出された Tier1、Tier2 での Efficient ブランド 
 
第二項：考察 
この章を通じて Efficient ブランドを 2 つの Tier にわけて抽出してきたわけであるが、こ
の作業を通じて本研究が⽰すインプリケーションはあらためて次のとおりである。 
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I. Tier1 でみたように、基本的に Efficient ブランドは（少なくとも本研究の抽出条
件においては）⾮常に少ない。3 つの調査のべ 264 ブランドから抽出された
Tier1 の Efficient ブランドはわずかにのべ 6 ブランドで、その特異性があらため
て際⽴つ結果となっている。とくに 3 年間のℳ<1 億円という条件は、「広告あ
りき」のブランディングが横⾏している今⽇のマーケットにおいて特段ハードル
が⾼いものとなった。 
II. 先⾏研究では⼀定の正の相関があるとされていた𝒱とℳとの関係に、ほとんど相
関がみられなかった（本研究とそれぞれの先⾏研究では厳密な定義は異なる）。
すなわちこれは先⾏研究の結論との相反を意味するものであるが、本研究では 3
つのブランド調査に共通して決定係数が⾮常に低い値（ぞれぞれ 0.0424、
0.0047、0.0199）をとっており、少なくとも Tier1 の観察においては相関関係は
なかった、と断⾔できる。 
III. さらに本研究では、先⾏研究で誰も⾏っていなかった業界別の観察を追加した。
表 5 に⽰したように、業界ごとに𝒱とℳの相関性に特性があることや、多くの業
界ではその相関性がきわめて弱いこと、いっぽうで⽣活消耗品をはじめとする特
定の業界では⼀定の相関関係が期待できることが⽰された。これは先⾏研究に対
して画期的な視点であるといえるものだろう。本研究ではあくまで Efficient ブラ
ンドに着⽬していくが、今後の研究では業界別の特性をさらに深掘った研究も便
益ある視点となるだろう。 
 
さて次の第三章では、表 7 で⽰した Efficient ブランドのうち、マーケティング責任者へ
のインタビューに成功した 5 ブランドについての深掘りと、彼らと同じ業界における
Spender ブランドとの定性的差異を明らかにしていく。 
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第三章：広告しないブランドの定性的深掘り 
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第三章：広告しないブランドの定性的深掘り 
 
第一節 Efficient ブランドの深掘り 
さて、この章では第⼆章で抽出された Efficient ブランドのうち、 
・良品計画 
・スターバックスコーヒージャパン 
・カルビー 
・コクヨ 
・ヤマト運輸 
の 5 社について実際にインタビューと⽂献調査を⾏い、彼らがいかにして Efficient ステ
ータスに⾄っているのか、その理由を明らかにしていきたい。 
 
第一項 良品計画 
さて、さっそく Efficient ブランドの特性を明らかにしていこう。まずは良品計画であ
る。 
良品計画は Tier1 でブランド・ジャパンと JNN、Tier2 でも⽣活⼩売業界において、同
じくブランド・ジャパンと JNN で Efficient ブランドであると判定された。良品計画のℳ
はわずかに 4,416 千円と、同じ⽣活⼩売業界のニトリ（ℳ=16,536,365 千円）やイオン
（ℳ=19,991,552 千円）と⽐べるとその額はわずか数千分の⼀である。 
いったい良品計画はいかにしてここまでの Efficient ブランドたりえているのか。本研究
では株式会社良品計画取締役の鈴⽊啓⽒と、元良品計画で現在は千葉商科⼤学准教授の増
⽥明⼦⽒の 2 名にインタビューを⾏った（所属・肩書はともに 2018 年 12 ⽉末⽇時点、以
下同様）。 
 
なお、この項以降はブランドとしての「無印良品」を扱うため、とくに会社としての⽂
脈でないかぎりブランド名「無印良品」として表記していく。 
 
さて、無印良品が Efficient たる理由はいったいどこにあるのだろうか。インタビューや
⽂献を通じ、筆者は以下の 5 つの理由を挙げたい。 
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①ルーツと思想 
インタビューの内容を引き合いに出すまでもなく、無印良品のブランド構築において最
も上位概念にあたるもの、それは無印良品が⽣まれた思想そのものである。1980 年に⻄友
の PB として始まった無印良品は、もともとが「アンチテーゼをもったブランドであった」
（増⽥⽒）という。当時⾼度経済成⻑からバブル期へと向かう、いわばイケイケの⽇本経
済の中で、ブランドロゴを⾝につけることがステータスになり始めていたが、無印良品は
そうした新しいパラダイムへ反旗を翻す画期的な「ブランド」だったのである。 
その思想は、2000 年代初頭に良品計画が経営危機に陥った際に「これでいい」や「アノ
ニマス」といった思想をステートメント「無印良品の未来」に再規定して以降、今でも通
じている。製品に⼀切のロゴを⼊れないなど、無印良品のあらゆるディテールに浸透して
いるその思想は、多くの⽣活者にとって強⼒なバリューとなっているに違いない。 
また、この思想の社会的なバリューを⽰すバロメーターがある。出版物の数だ。2018 年
12 ⽉末⽇現在、Amazon.co.jp で「無印良品」で検索すると、354 件もの書籍がヒットする
（雑誌と Kindle 版を除く）。書籍のテーマは会⻑や社⻑が著した思想に関するものだけで
なく、出版社や学者、ときにはファンが独⾃で編集したさまざまなものがあり、経営的視
点のものから、無印良品の商品を使った収納術的なもの、デザインを切り取ったものなど
様々である。この出版物の多さは無印良品の思想が深く社会とリンクしていることを⽰す
⼀端といえるのではないだろうか。 
 
②ヒト 
無印良品のブランドのコアバリューは「思想と⼈」（鈴⽊⽒）といわれるほど、従業員
は無印良品にとって強⼒なブランドタッチポイントである。約 1000 店舗を構える世界の店
頭で、彼らひとりひとりが年間推定数千万⼈の顧客と接する。これはマスメディアをしの
ぐメディアパワーを潜めており、ヒトを通じた顧客体験は店舗体験と相まって⾮常に強⼒
なブランドドライバーとなっている。 
「無印良品が好きな⼈が多い」（増⽥⽒）という無印良品の従業員の特徴は、通常は購
買プロセスで語られる「⾏動」や「推奨」といったステップが、無印良品では⼈事プロセ
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スでも有効に働いていることを⽰している。⾼いブランドエクイティをもつブランドは、
採⽤にも強いのだ。 
 
③共創と外部性 
無印良品の共創的なマーケティングアプローチもまた、その⾼いブランドエクイティの
理由だ。 
そもそも①で述べた無印良品のブランド思想⾃体、共創的なプロセスを経てつくられて
いる。1980 年当時、無印良品というコンセプトを当時の⻄友に提案したのは、デザイナー
の⽥中⼀光とコピーライターの⼩池⼀⼦である。⼩池が作った「わけあって、安い」のキ
ャッチコピーのもとスタートした「消費者へ合理的な価値を提供する姿勢」15は、決して⻄
友内部だけの議論で決まったものではなかったのだ。また、⽥中や⼩池は創業から経営陣
と交流する外部のアドバイザリーボードを率い、このアドバイザリーボードが無印良品の
コアバリューに⼀貫性と鮮度をもたせてきた。経営危機に陥った 2000 年代初頭に当時の取
締役だった⾦井政明（のちの会⻑）がこのアドバイザリーボードを再強化し16、現在はデザ
イナーの深澤直⼈や建築家の原研哉などが名を連ね、ブランドの思想を対話的に磨き上げ
ている。 
そして、増⽥⽒の論⽂17に詳しいように、⻑らく無印良品は顧客や⽣活者と対話をしなが
ら商品やサービスを⽣み出し、その共創プロセスは限りなくオープンだ。これは「世の中
の役に⽴つ」（鈴⽊⽒）という発想がもたらす、無印良品らしいマーケティングプロセス
の開放といえるだろう。無印良品には「くらしの良品研究所」や「Idea Park」などのプラ
ットフォームや問い合わせを通じて、年間約 5 万件以上におよぶ消費者からの声が集まっ
てくるという。それらの芽をもとにした商品開発は、プロセスそのものはもちろん、商品
化した際にはそれらを「わけ」としてタグや販促物に記載し、社会や顧客と共有してい
く。 
 
④ファン 
また、無印良品の特筆すべきブランドタッチポイントとして、顧客そのものがあげられ
るだろう。 
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③で述べたマーケティングの早い段階から共創プロセスの当事者と化した顧客をはじめ
として、他社に⽐べて⾮常に多くの UGC（顧客⽣成コンテンツ）や CGC（消費者⽣成コ
ンテンツ）が⾃発的にうまれているのだ。 
たとえば Instagram 上で #無印 や #無印良品 といったハッシュタグをつけた顧客発の
投稿は 150 万件以上がヒットする。対して無印良品の公式アカウントからの投稿数はわず
かに 900 件あまりである（2018 年 12 ⽉ 1 ⽇現在）。顧客を味⽅につけた「元気⽟型」マ
ーケティングは、他の多くのブランドが参考にするところだろう。 
このように、無印良品の商品で得た体験やストーリーが、顧客のブログやソーシャルメ
ディア、あるいはオフラインの WOM（Words of Mouth: 伝統的な⼝コミ）を通じて積極
的に社会と共有されているのが、無印良品の強さのひとつである。 
 
 
⑤プラットフォーム 
無印良品は、2013 年 5 ⽉から MUJI Passport というモバイルアプリケーションをスター
トした。実店舗への送客装置という位置づけで始まった18このアプリケーションは現在
1,440 万以上のユーザー19を抱え、ポイント管理、E コマース、ニュースなどあらゆるコミ
ュニケーションのタッチポイントとして機能している。まさに無印良品のマーケティング
の中核を担っているタッチポイントだ。1000 万⼈以上に簡単に情報を届けられる（そして
情報を収集もする！）メディアはほとんど存在しない。 
この MUJI Passport や 130 万⼈（Instagram、2018 年 12 ⽉ 1 ⽇現在）のフォロワーを抱
えるソーシャルメディアを含め、マスメディアに匹敵する数の⽣活者にダイレクトなコミ
ュニケーションをとれることは、無印良品が広告を必要としない⼤きな理由となってい
る。 
 
小結と課題 
以上の 5 つが、無印良品が Efficient ブランドのポジションを獲得出来ている、筆者が考
える主な理由である。これらが相互に組み合わさり、ほとんど広告を必要としないかたち
で社会とコミュニケートできている構図がみてとれるだろう。 
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しかし無印良品にあっても、「広告しないブランド」ならではの課題を抱えている。た
とえば、海外における新規市場進出時である。スピード感をもって顧客基盤を構築する必
要がある新規市場において、40 年間ブランドを積み上げてきた⽇本とは⼤きく異なる環境
下でのチャレンジは常だ。それぞれの市場で⽬標とする売上に帰結可能なブランド認知を
獲得する場合などに、補完的に広告を活⽤することは今後検討されていくかもしれない。
広告は、注意深く活⽤すれば、時間を買うことが可能になるものだ。 
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第二項 スターバックスコーヒージャパン 
さて次に、ブランド・ジャパンのブランドスコアで Tier1 として抽出されたスターバッ
クスコーヒージャパン（以下、「スターバックス））についてみていく。スターバックス
はブランド・ジャパンの Tier1 として、全業種中で秀でて Efficient な企業として抽出され
た。そのℳは⾒事に 0 円であり、上位 100 社の中でも⾮常に特殊なコミュニケーションを
⾏っているといえるだろう。 
本研究では、スターバックスコーヒージャパン株式会社マーケティング本部の広瀬州央
⽒にインタビューをおこない、ブランドコミュニケーションの構造を伺った。 
 
スターバックスが Efficient ブランドである理由は、筆者が考えるに次の 5 点である。 
 
①ルーツと思想 
無印良品と同様、スターバックスのブランド活動すべての「親」となっているのが、そ
の思想である。「サードプレイス」に代表されるように、あるいは「⼈々の⼼を豊かで活
⼒あるものにするために」というミッションにあらわれているように、スターバックスは
飲⾷を提供する単なるカフェではなく、いかに「⼼を満たしてもらうための場所」（広瀬
⽒）であるか、ということにその根本的な思想があるのだ。 
また、⻑らく同社を率いてきたハワード・シュルツがスターバックスを本格的なビジネ
スとして⼤きく成⻑させた経緯やストーリーは全社で共有されているといい、ルーツのス
トーリーと現場の意識がうまくアライン出来ている好例といえる。なおスターバックスコ
ーヒージャパンの元 CEO である岩⽥松雄は著書の中で「ブランドとミッションは表裏⼀体
である」20と述べており、いかにスターバックスがさまざまな意思決定をミッションに⽴ち
返っておこなっているかがわかる。 
 
②ヒト 
そしてその哲学を体現し、毎週 500 万⼈21という顧客とコミュニケートしているのが、パ
ートナーとよばれる従業員たちである。「広告ではなく従業員に投資している」（広瀬
⽒）と断⾔されるほど、スターバックスはパートナーの価値を⾼めることに対する投資を
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いとわない。たとえば、スターバックスのパートナーはたとえ新⼈のアルバイトだとして
も 40〜70 時間のトレーニングを受けさせることが知られている。「それこそが POD
（Point of Difference：差別化ポイント）である」（広瀬⽒）のだ。 
スターバックスのストアマネージャーやエリアマネージャーは週に⼀度はミーティング
を持ち、「スターバックスとは何か」という根本的なテーマについて議論を交わすとい
う。またスターバックスにはパートナーの持つべきキャラクターが 5 つのワードで規定さ
れており、ひとつひとつの⾏動や意思決定でそのキャラクターとズレがあるものはおのず
と淘汰されていく。そうした⾼頻度・⾼精度のアライメントを重ね、スターバックス独⾃
の資産であるパートナーが「ブランドの鮮度を保つカギとなっている」（広瀬⽒）のであ
る。スターバックスのブランドミッションから考えると、スターバックスの売り物はパー
トナーが提供する店舗体験そのものであるといえる。 
当然、それに付随した店舗体験に対する投資も⾼い優先度である。スターバックスはリ
ーマンショックから⽴ち直った後、電源コンセントの設置や Wi-Fi の導⼊など、その利益
を店舗体験の充実にいち早く還元した22。 
 
③根拠 
スターバックスも無印良品と同様、共創的なブランドづくりに秀でた企業である。その
特性は無印良品とは少し異なり、スターバックスの場合は「根拠の共有」といえるアプロ
ーチだ。根拠の共有とは、スターバックスの場合は価値の伝え⽅だ。 
スターバックスは価格をディスカウントしないことで知られているが、先述の岩⽥は値
下げについて「『⾃分たちが今まで⾔っていた価値はありませんでした』と認めるような
もの」23という表現をしている。 
その価値を担保するために、スターバックスは商品（コーヒー）そのものの品質や物性
価値ではなく、ある種の演出的な伝え⽅をしている。たとえば 2008 年 2 ⽉、スターバック
スはコーヒードリップのトレーニングと称してアメリカで 3.5 時間の店舗閉鎖を実施した。
2018 年 6 ⽉には、アメリカで⼈種差別に対する教育のために 8,000 店舗を閉鎖し、⼤きな
ニュースになった。こうしたニュースは海外のイシューであったものの、現在のグローバ
ル化したメディア環境においては輸⼊型の報道として国内のメディアを通じて⽣活者にも
届けられる。 
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こうした⼀連の取り組みは、誠実なクオリティに対する取り組みである⼀⽅、価値の根
拠を伝えている側⾯があるだろう。商品の物性価値そのものを伝えるのではなく、その価
値の根拠
．．
を、ストーリーテリングを通じて社会に伝えている点が秀逸なのである。価格は
提供している価値の「約束」24である、というスターバックスの姿勢が、サービスや⼈材教
育への投資と整合しているのだ。 
 
④ファン 
スターバックスの特筆すべきブランドタッチポイントとして、無印良品と同様、ファン
化した顧客の存在があるだろう。 
たとえば Instagram で #スタバ や #スターバックス と検索すると、それぞれ 659 万
件、251 万件という投稿数がヒットする。これはスターバックスの 2 倍以上の店舗数を誇
る #マクドナルド（51 万件）や同規模の店舗数の #ドトール（17 万件）と⽐較すると圧倒
的なエンゲージメント率である。 
また、スターバックスも無印良品同様、出版物が多い企業である。Amazon.co.jp におけ
るスターバックスに関する書籍は 127 点もあり（雑誌と Kindle 版を除く）、その哲学や思
想に触れたものがほとんどだ。これは、スターバックスのコアとなっているブランドバリ
ューがいかに社会のイシューとリンクしているか、その強さを端的にあらわしているとい
えるだろう。 
これら外部の顧客や⽣活者による UGC ないし CGC の規模は、スターバックスの⾮常に
強⼒なブランドタッチポイントとなっている。もちろん、その影にはフラペチーノや期間
限定商品など、単純な商品開発⼒の強さも寄与していることを忘れてはならないだろう。 
 
⑤プラットフォーム 
スターバックスもまた、モバイルアプリケーションを強⼒なブランドタッチポイントと
して活⽤している。 
スターバックスのポイントプログラム「Starbucks Rewards™」は 2009 年にアメリカで
スタートし、⽇本ではかなり遅れて 2017 年に導⼊された。アプリのダウンロード数は公開
されていないが、今では少なくとも 250 万⼈以上25が Starbucks Rewards™を使⽤している
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といい、そのメディア効果は絶⼤だ。スターバックスのメール会員はさらにそれ以上の会
員数が存在しており、⾃社チャネルの充実度は相当⾼いといえる。 
それらはまた「伝える」だけのタッチポイントではなく、さまざまな情報を「集める」
ためのタッチポイントとして機能しているということに、これまでの広告にはない⼤きな
付加価値があるのだ。 
ソーシャルメディアも強い。スターバックスコーヒージャパンの公式アカウントは 160
万フォロワー（Instagram）, 450 万フォロワー（Twitter）を超え、マクドナルド（3.2 万、
268 万）やドトール（どちらもアカウントなし）と⼤きな差だ。Twitter に関しては特に、
国内企業アカウントで最多のフォロワー数を抱える。 
 
 
小結 
以上、スターバックスが Efficient である 5 つの理由を、インタビューと⽂献を通じて洗
い出してきた。良品計画と共通点も多く、強い Efficient ブランドの特性が観察できる。ス
ターバックスと無印良品の共通点は、ともに直営店舗型ビジネスであることであり、それ
によってアプリやソーシャルメディアなどの⾃社プラットフォームや接客タッチポイント
（ヒト）を有効に拡張できていることだ。 
スターバックスの場合、価格価値の守り⽅は多くのブランドが参考に出来るアプローチ
だろう。⾖のクオリティなど物性価値を直接伝えるのではなく、そのトレーニングという
プロセスを価格の根拠としてストーリー⽴てて伝えていく⼿法が優れているといえよう。  
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第三項 コクヨ 
この項では、ブランド戦略サーベイから Tier1 で抽出された Efficient ブランドであるコ
クヨをみていく。コクヨはℳ=22,798 千円と、年あたりにすると 1,000 万円以下のテレビ
媒体費しか使⽤していないことになる。そのコクヨがいかに上位 100 社でもさらに⾼いブ
ランドスコアを達成しているのだろうか。 
本研究ではコクヨ株式会社ステーショナリー事業本部マーケティング本部⻑⻲井典⼦
⽒、同広報宣伝ユニット⻑⽩⽯良男⽒にお話をうかがった。 
 
なおコクヨが Tier1 で抽出された調査であるブランド戦略サーベイからは 3 つの
Efficient ブランドが選出されており、ともに⽂具メーカーであることから、ブランド戦略
サーベイの調査パネルや調査項⽬⾃体にある程度⽂具メーカーが⾼く出る傾向があること
は注記しておきたい。 
 
筆者が考える、コクヨの Efficient ブランドとして成功している要因は、以下の 3 つであ
る。 
 
①思想 
コクヨは「世の中の役に⽴つ」ことを企業理念としており、現場でも「困りごとの解
決」（⻲井⽒）を⾏うという発想が浸透しているという。これは、コクヨのような複数の
事業ドメインを持つブランドにとって有効だ。 
コクヨは事業ドメインを「ステーショナリー（⽂具）」「ファニチャー（オフィス環
境）」「通販・⼩売（EC）」にわけているが、これら 3 つのドメインが⼀貫性をもって
「コクヨ」としてみえていくことを可能にしているのが、この思想である。特にステーシ
ョナリーとファニチャー事業は顧客もタッチポイントもそれぞれ異なる事業ドメインであ
るが、このあと述べるような共創的なマーケティングや⾃社メディアのあり⽅には、この
思想が⽋かせない。 
昨今、事業会社が投資会社的性格をもち、複数の事業ドメインを持つ企業も増えてきた
が、ブランドの⽡解を防ぐために、事業ドメインをリンクできる最⼤公約数を⾒出し、ブ
ランドの思想を再規定することは有効なアプローチになるだろう。 
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無論、コクヨも無印良品のように外部のアドバイザリーボードなどを活⽤して、この思
想をより鮮度を保ちながらアップデートしていくことも可能であろう。 
 
②共創 
さて、コクヨもまた共創的なマーケティングプロセスを活⽤しているブランドである。 
たとえば、2002 年から続く「コクヨデザインアワード（KDA）」だ。KDA は、毎年⼀
回⾏われるプロダクトデザインの国際コンペティションである。コクヨによれば参加国は
53 カ国に及び、応募総数は 1326 点にものぼる（2017 年）。イノベーティブな製品や「困
りごと」の芽をくみ、社会とともにその解決を探る共創的なマーケティング・プロセスそ
のものである。 
また、KDA は広報活動にとっても良質なファクトである。毎年 KDA のプロセスや結果
は世界各国のさまざまなメディアに取り上げられ、「困りごと」を解決するコクヨのプロ
セス⾃体が、報道するに値する社会的なバリューとなっている。こうしたアワードを⽤い
たマーケティングプロセスのオープン化は、多くのブランドが参考に出来るだろう。 
ただしその前に思想との合致があり、継続性がなければ、そこに社会的なバリューが⽣
まれないのはいうまでもない。 
 
③自社メディア 
コクヨは、働き⽅についての⾃社メディア「WORKSIGHT」や、⽂具・家具のニュース
サイト「inspi」を運営している。それぞれ、単に商品情報を発信するメディアではなく、
前者はファニチャー事業に帰結する働き⽅やオフィス環境について、後者はステーショナ
リー事業に帰結する⼦育てや暮らしについての情報を発信しており、商品情報はコンテン
ツの主軸にはおいていない。いわばコクヨの商品背景を発信するメディアなのである。
「トラフィック（訪問者数）に重きはおいていない」（⽩⽯⽒）というこれらのメディア
もまた、コクヨの思想を伝える⼀翼を担っているのだ。 
コクヨは無印良品やスターバックスとは異なり、⾃社店舗ではなく、卸を通じた GMS
やホームセンター、⽂具店などの⼩売店が主要な販売チャネルである。この点で、⾃社店
舗や従業員を強⼒なブランドタッチポイントとしている良品計画やスターバックスとは異
なった構造を求められることが、こうしたメディア施策の背景にあるだろう。 
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その点でいえば、コクヨの課題はチャネル環境の変化にある。現在コクヨ商品のブラン
ド認知経路は「店頭経由が 7 割」（⽩⽯⽒）だが、⻑らくコクヨの主⼒チャネルだった⽂
具店がかつての 2 万店から現在では「6〜7 千店」（⽩⽯⽒）に減り、代わりに競合ブラン
ドと激しい売り場獲得競争を強いられる GMS やホームセンターがウエイトを増してきた。
これは特に⼈⽣のアーリーステージといえる⻘少年層におけるブランド知覚の低下リスク
をはらんでいる。 
 
④積分 
筆者が考えるに、コクヨにとって最⼤の Efficient ブランドたる理由は積分された時間
だ。 
簡単にいえば、これは顧客の「ゆりかごから墓場まで」のブランド資産である。⼈間は
意外と単純だ。「購買⾏動はブランドの理解、認知、態度の強⼒な推進⼒である」26といわ
れるように、⼈は⾃分が購買した（あるいは愛⽤経験のある）ブランドについてはより詳
しく、より多彩な態度を備え、より多くの知識を得る。コクヨのブランドエクイティを形
成している⼤きな⼒は、1904 年の創業から積み上げてきた顧客であり、「（⼩さな頃か
ら）コクヨを使っていた」という、顧客の⼈⽣におけるさまざまなステージにおけるコク
ヨ製品との接触の積分である。 
先に挙げたチャネル環境の変化は、この積分の区間が短くなるリスクととらえることが
できる。つまり、⻘少年期にコクヨを⼿にとって使ってもらうチャンスの減少である。⻘
少年層を対象にした KDA のような参加型の仕組みなどが、突破の⼀⼿になるかもしれな
い。 
 
小結と課題 
以上コクヨが Efficient ブランドたりえる理由を 3 つにわけてみてきた。強い哲学や思想
があり、それに伴った開かれたマーケティング体系やメディアタッチポイントがあり、そ
のプロセスで⽣み出された製品やサービスが、時間軸を強みとしながら顧客や⼩売店とい
ったタッチポイントを通じて伝わっている。 
課題はチャネルの環境の変化による⻘少年層のコクヨとの関わりの希薄化だ。早い段階
からのブランド体験が減少するとき、広告によって再び認知を獲得していきたくなるタイ
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ミングが訪れるかもしれない。しかし「⼩さな頃から使っていた」という体験の積分を取
り戻すには、広告だけでは不⼗分だろう。先述のような⻘少年層を対象にした仕組みづく
りや、リーダーやアイコンとなる社員を通じたコミュニケーション、出版物、UGC、ソー
シャルメディアの活⽤など、統合的なブランドコミュニケーションの余地はまだありそう
だ。 
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第四項 カルビー 
4 つめは、3 つの調査すべての Tier2（菓⼦業界）で Efficient ブランドとして抽出された
カルビーだ。カルビーはℳ=約 8 億円と、明治（ℳ=210 億円以上）や江崎グリコ（ℳ=84
億円以上）とくらべて圧倒的に Efficient だといえる。同じ菓⼦業界でありながら、カルビ
ーはいかにしてこれら競合他社を超えるブランドスコアを獲得出来ているのだろうか。 
 
本研究はカルビーについて、カルビー株式会社執⾏役員マーケティング本部⻑の⼩泉貴
紀⽒にインタビューを⾏った。 
 
カルビーが Efficient ブランドである理由は、筆者が考える限り以下の 5 つである。 
 
①リーダー 
カルビーの場合、2009 年〜2018 年 5 ⽉まで会⻑を努めた松本晃がブランドの強⼒なメ
ディアとなっていたことが特徴的だ。 
在任中の松本が⾒出しを飾った新聞記事は⽇経新聞だけで 48 件にのぼり、雑誌記事でも
40 件を数える。これは Spender の明治（それぞれ 13 件、2 件）を⼤幅に上回っている。リ
ーダー⾃らが報道を通じて社会と積極的にコミュニケートし、ブランドタッチポイントと
して役割を果たしたことは、カルビーの特筆すべき点である。 
また、カルビーのリーダーシップや価値観の根っこにあるのは、創業家（松尾家）のル
ーツである。松尾家のルーツは⾷糧業であり、今⽇の契約農家制度や⼈事研修などの理念
的よりどころとなっている。創業のストーリーが強いことも、Efficient ブランドに多く⾒
られる共通項である。 
 
②共創 
カルビーも共創的なマーケティングアプローチを実践しているブランドだ。 
その象徴が、カルビーが 2017 年からスタートした「47 都道府県の味」である。これは
⽂字通り 47 種類の「ご当地味」を実際にポテトチップスとして販売するものであるが、こ
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のコンセプトそのものから商品開発、発売に⾄るまでのマーケティングプロセスが完全に
共創的だ。 
まずカルビーは 2017 年 3 ⽉、「ラブ JPN」と銘打ったこの企画の発⾜をプレスリリース
した27。⼩泉⽒によれば、この時点では 47 都道府県の共創パートナーは決定していなかっ
たという。その後各地の⾃治体と地道な連携を進めて商品開発・発売にこぎつけ、2017 年
度は全体で約 1700 万袋の売上を記録し、計画⽐約 150%の⼤ヒットとなった。2 年⽬とな
る 2018 年度は、WEB サイトやソーシャルメディアを通じた⼀般投票にはじまり、⾃治体
と連携した特産品⽣産団体との協業、地場のメディアと⼀体になった広報活動、パッケー
ジの発表、局地的な商品バリューを活かした⼩売店営業など、すべてのマーケティングプ
ロセスをさらにオープン化した。 
こうして、商品開発からプロモーションまでマーケティングプロセスの当事者を雪だる
ま式に増やしながら進んでいき、そのプロセスを通じて作られた商品は、それらの当事者
⾃らの⼿によって発信されていった。投票者、⾃治体、ローカルの報道機関、⽣産団体、
地場の流通、差別化のインセンティブをもった⼩売、そして⼀連のプロセスを傍観してい
た地場の顧客などである。 
単純に報道露出だけを考えても、全都道府県のメディアに取り上げられることのメディ
アインパクトは相当なものであるし、プロジェクト全体としては地⽅創⽣という⽇本全体
で抱えているイシューへのカルビーなりの応え⽅になっており、社会課題の解決という側
⾯での⽀持も多いだろう。 
 
③イシューの共有 
カルビーの共創センスは、⾃社のイシューを社会と共有することにも働いている。2017
年 4 ⽉、北海道の台⾵被害に起因したジャガイモ不⾜を原因として、カルビーはポテトチ
ップス商品を休売した。それ⾃体が多くのメディアによって「ポテチショック」として報
道されたが、カルビーはこの問題をリーダーや広報活動を通じた社会的イシューとしてコ
ミュニケートした。 
カルビーはこれを⾃社の問題として終わらせず、創業から取り組んでいる農業を取り巻
く社会課題（農地拡⼤や後継者不⾜）を重点課題として定義。松尾家から続く農家との関
係構築を強化し、企業価値の創出に繋がる広報施策を実施した。農林⽔産省が需要予測の
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精度⼯場や農作業の効率化にむけたジャガイモ農家⽀援に約 30 億円を計上（2018 年度予
算の概算要求）するなど、特需販促に終わらせない本質的な広報活動を⾏った。結果とし
てカルビーは、⼀般財団法⼈経済広報センターが主催する「第 34 回 企業広報賞」（2018
年 8 ⽉発表）において「企業広報⼤賞」を受賞している。 
 
④チャネル 
カルビーにとって強⼒なブランドタッチポイントといえるのが⼩売店の売り場である。 
例えば⼀ヶ⽉にのべ 14 億⼈以上が訪れる28全国のコンビニエンスストアでカルビーの商
品をみない売り場はほとんどないだろう。仮に⼊店客数の 2 割がカルビーのロゴやポテト
チップスの名前を⽬にしたとして、のべ 3 億⼈ほどが⽬にするのだ。スーパーマーケット
や他のチャネルも含めると、実は⼩売店店頭でのブランドリーチはマスメディアを遥かに
凌ぐ。この圧倒的なサブリミナルに加えて①〜③で述べたストーリーが⽴体的に組み合わ
さり、⽣活者の元に届けられているのが、カルビーのブランディングの図式になってい
る。 
 
⑤積分 
また補⾜的にはコクヨと同様、顧客が⼦どものころからカルビーに触れてきたという、
数⼗年単位の時間の積分という強みもあるだろう。これは各ブランド調査ともに菓⼦業界
のブランドが上位にランクインしていることからもわかりやすい。⽂具や菓⼦といった、
幼少期から親しみのあるブランドは全体的に⾼いスコアをたたいているといえる背景に
は、こうした体験の積分が因⼦として効いているだろう。 
このことは多くのブランドにとって新たな⽰唆だ。つまりバイロン・シャープが名付け
るところの“私のママ”現象29である。シャープは「⼈は⾃分のママが好き、あなたもあなた
のママが好き」という⾔い⽅でこの積分概念を説明しているが、⼈は⾃分が使った経験の
あるものや購⼊した経験のあるものに対してより多彩な感情を抱く⽣き物なのである。 
 
小結と課題 
以上、カルビーが Efficient ブランドたる理由を 5 つ挙げた。 
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特に共創的なマーケティングプロセスの統合やイシューの共有については、今回インタ
ビューを⾏ったブランドの中でも秀逸である。当事者を増やし、⽣活者を味⽅につけなが
ら進むマーケティングプロセスはここでも観察されたのであった。 
しかし、コストダウンや効率化による改⾰が曲がり⾓を迎えてきた今のカルビーにとっ
て、特に新商品の⽴ち上げ時などにおいて認知を⼀気に獲得したい場合、広告という選択
肢は無視できないことも今後ありえるだろう。ただし、今回挙げたようなアプローチを複
合的に組み合わせない限り、その効果は限定的なものとなるだろう。 
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第五項 ヤマト運輸 
ヤマト運輸は、14 の Efficient ブランドの中で唯⼀、無形のサービスを提供する企業であ
る。ヤマト運輸だけは、売り物にカタチがない。この意味でヤマト運輸を観察することは
本研究にとって⼤変意義深いといえるだろう。ヤマト運輸はℳ=31 億円ほどと決して少な
くはないが、それでも運輸/輸送業界においては JR（ℳ=150 億円、東⽇本、東海、⻄⽇本
の合計）や⽇本通運（ℳ=47 億円）とくらべると少ない上、ブランドスコアは同業界で圧
倒的に⾼い。 
 
本研究においては、ヤマトホールディングス株式会社広報戦略担当シニアマネージャー
阿部和彦⽒、同マネージャー原昇三⽒にインタビューを⾏った。 
 
ヤマト運輸が Efficient ブランドである理由について、筆者は以下の 4 つを挙げたい。 
 
①思想 
ヤマト運輸のブランドを⽀える柱は、その強い哲学である。 
特に宅急便の祖となった⼆代⽬社⻑の⼩倉昌男のエピソードを知る⼈は多いだろう。⼩
倉昌男の特に有名な⼀節として「サービスが先、利益は後」という⾔葉があるが、儲から
ないといわれた個⼈間の宅配を始め、今では⽇本⼈の⽣活になくてはならないインフラに
まで成⻑させた創業伝は、ヤマト運輸のブランドをささえる屋台⾻となっている。 
ここでも出版物をバロメーターとしてみてみよう。Amazon.co.jp で「⼩倉昌男」と検索
すると、36 件もの書籍がヒットする。対して、競合である佐川急便の創業者佐川清を扱っ
た書籍は 5 件で、うち 4 件は佐川急便の告発や糾弾がテーマ（！）であった。絶対的・相
対的どちらの観点からも、宅急便やヤマトのルーツに⾼い社会的バリューがあることを端
的に⽰しているといえる。 
また、ヤマト運輸は広告を特にこの思想やルーツを伝えるために⽤いているという点で
ユニークだ。ヤマト運輸が 2015 年から再開した毎年元旦の正⽉広告に、サービスの宣伝は
ない。あるのは、ヤマト運輸の哲学を切り取った、純潔で詩的なビジュアルとメッセージ
のみである。「半分は社内に向けて作っている」（阿部⽒）という広告機会の使い⽅が、
ヤマト運輸ならではの広告に対するアプローチである。 
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②ヒト 
ヤマト運輸にとって最⼤の商品とはなにか。その幹は約 6 万⼈のセールスドライバー
（SD）を含めた、約 17 万⼈にのぼる社員である。 
特に顧客と直接対⾯する SD は、歩くブランドそのものである。あるビジネス誌の調査30
によれば、ヤマト運輸、佐川急便、⽇本郵便の中でヤマト運輸の⽀持率は 78.2%、他がそ
れぞれ 8.5%、9.3%だ。そして同調査によれば、⽣活者が重視するサービスの質は⽇時指定
の厳守、配達員の接客態度によるところが⼤きい。⽇時指定の差が 10 倍近い開きを⽣むと
は考えにくく、推測ではあるがこの差は販売員の接客態度の差によるものが⼤きいだろ
う。 
ヤマト運輸（500 万個/⽇）、佐川急便（330 万個/⽇）、ゆうパック（240 万個/⽇）と
いう⼀⽇の配達量は、マスメディアに匹敵するリーチである。ヤマト運輸が年間 18 億個と
いうこのマスリーチを活かすことが出来ている理由は、思想を現場の約 17 万⼈と共有化で
きているからなのである。 
 
③イシューの共有 
ヤマト運輸はカルビー同様、宣伝に終わらない本質的な広報活動においても秀でてい
る。 
ヤマト運輸は、価格決定の理由や経緯、あるいはヤマト運輸のサービスを管理する規制
に対する意⾒などを公にしてきた歴史があるのだ。 
たとえば 2017 年 10 ⽉、ヤマト運輸は運賃の⼀⻫値上げに踏み切ったが、ホールディン
グスを含めて会⻑や社⻑といったリーダー⾃らが報道の⽮⾯に⽴ち、そのプロセスや社会
的課題を語ってまわったことは記憶に新しい。「いつでも誠実に伝える」（原⽒）広報活
動の結果として、値上げに理解を⽰した⽣活者は、先のビジネス誌調査で 84.1%にのぼっ
た。 
他には、運輸業界特有の⾏政規制に対して不公平さを世の中と共有しながらメッセージ
ングしてきた例もある。1983 年 5 ⽉、ヤマト運輸は運輸省からの許可待ちだった宅急便 P
サイズのサービス開始を延期する旨の広告をわざと掲出した。これに消費者の世論を⾒⽅
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につけ、慌てた運輸省は 7 ⽉に許可を発布、P サイズのサービス開始にこぎつけたという
逸話がある。 
また、2015 年 11 ⽉には「いい競争で、いいサービスを。」と題した意⾒広告を全国の
新聞に掲出した。これは、⽇本郵政が受けている⾏政優遇の範囲や、信書に関するあいま
いな⾏政基準などについて、公平・公正な競争環境の整備を訴える内容だった。⼿段とし
ては広告を⽤いているものの、その⽬的はきわめてパブリック（公共的）であり、⽂字通
りのパブリックリレーション（Public Relations：「PR」の本来の意味）として捉えること
ができる。 
ヤマト運輸のこうした誠実かつ社会を巻き込んだダイナミックな広報活動は、⼀企業が
抱える経営課題を社会的なイシューとリンクして共有するアプローチだと解釈でき、販促
をメインにした広報活動とは⼀線を画するものだ。「露出⽬的ではなく、本気で会話しよ
うとしている」（阿部⽒）というヤマト運輸の広報活動には、社会との関係を構築すると
いう、真の「PR」の姿が浮かんでくるのである。 
 
小結と課題 
以上、ヤマト運輸が Efficient ブランドたる理由を 3 つ挙げた。幾多の危機を乗り越えて
100 年企業となったヤマト運輸には、そのルーツと最⼤のブランドタッチポイントである
配達員、そして誠実さを貫いた真の広報活動がブランドのドライバーとして機能してい
る。 
ヤマト運輸の改⾰は道半ばだ。「⼩倉イズムにしばられている」31とはいわれるものの、
筆者はインタビューを通じてどちらかというとゆらぎないヤマト運輸の思想・信条を感じ
た。このコアバリューがゆらぎ無い限り、困難を乗り越えて愛され続けるブランドであり
続けるだろう。 
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第二節 Efficient ブランドの一般化 
第一項 Efficient ブランドの 5P 
さて、前節のインタビューで深掘りを⾏ってきた 5 つの Efficient ブランドの特性を振り
返ると、Efficient ブランドには業界、業態によらず、いくつかの共通点が浮かび上がって
くる。この項では、インタビューした 5 社とそれ以外の 10 社の Efficient ブランドを俯瞰
した上で、Efficient ブランドが共通で持つ主要素をまとめていく。 
 
Tier ブランド・ジャパン 
ブランド戦略 
サーベイ 
JNN データバンク 
定例全国調査 
Tier1 
（調査全体） 
スターバックスコーヒージ
ャパン 
良品計画 
ゼブラ 
三菱鉛筆 
コクヨ 
良品計画 
Tier2 
（業界別） 
良品計画（⽣活⼩売） 
カルビー（菓⼦） 
⽇本マイクロソフト
（IT/SaaS） 
ソニー（エレクトロニク
ス） 
カゴメ（⾷品） 
カルビー（菓⼦） 
ヤマト運輸（輸送/運輸） 
 
カルピス（飲料） 
ヤクルト本社（飲料） 
ナイキジャパン（スポー
ツ） 
ソニー（エレクトロニク
ス） 
良品計画（⽣活⼩売） 
カルビー（菓⼦） 
モスフードサービス（外
⾷） 
企業数計 
（重複除く） 
14 
表 8 抽出された Efficient ブランド（再掲） 
そして、Efficient ブランドであるための主要素として、筆者は以下の 5 つを提⾔する。 
 
①Philosophy：ルーツ・思想 
まずひとつめは、創業のルーツやそれに伴うストーリー、それが抽象化された哲学や思
想だ。Efficient ブランドの共通点はえてしてこの Philosophy の強さにある。この
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Philosophy が源泉となり、他のさまざまな要素に浸透しているブランドは、⾮常に堅牢な
⼀貫性を備えている。 
Efficient ブランドの中には、創業者のストーリーに鮮度を保っている企業が⽬⽴つ。イ
ンタビューを⾏った企業の中では良品計画の⽥中⼀光や⼩池⼀⼦らアドバイザリーボー
ド、スターバックスのハワード・シュルツ、ヤマト運輸の⼩倉昌男、インタビューを⾏わ
なかった Efficient ブランドではマイクロソフトのビル・ゲイツ、ナイキや SONY も創業以
来の思想を外部のアドバイザリーボードを取り⼊れながら鮮度を保ち続けているブランド
である。 
創業に特殊性が薄くとも、ブランドの哲学や思想を鮮度良く保てている企業もある。コ
クヨやカルビーは社会に向けて何で貢献するのか、というアングルが明確だし（前者は
「困りごと」、後者は「⾃然の恵み」）、カゴメやモスフードサービスも⽣命や⽣きるこ
ととのリンケージが陳腐になっていない。 
 
さて、その Philosophy を中⼼として Efficient ブランドを構築している残りの 4 要素が次
の通りである。 
 
②Process：共創・オープン化 
通常のマーケティングプロセスでは、企業のマーケティング部署が市場調査や商品開
発、製品化、プロモーションまでを担い、世の中に出ていくタイミングでは製品やプロモ
ーション計画が完成されている場合が多い。 
しかし Efficient ブランドをみていると、驚くほど共創的なマーケティングプロセスを⾏
っている会社が多いのである。彼らは社会に問題を提起し（そして多くの場合、その問題
は①Philosophy とリンクしている）、あるいは社会から問題を吸い上げ、社会と共有しな
がら解決法をさぐり、多くのプロセスを社会や⽣活者、メディアと⼀体となってすすめて
いる。あくまで企業のマーケティング部署はそのキュレーターやモデレーターにすぎない
⽴ち位置なのだ。例えば良品計画の「Idea Park」、コクヨの「コクヨデザインアワー
ド」、カルビーの「47 都道府県の味」、ソニーの「Sony Park」を始めとする外部とのタッ
チポイントなどはその⼀例だ。 
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また、ブランド規定そのものを共創によってつくりあげている企業もある。良品計画や
ナイキ、ソニーは外部のブランドアドバイザリーボードに世界でも著名なデザイナー、建
築家、クリエイターなどを招き、ブランドの鮮度をブレなく保っている。今回 Efficient ブ
ランドにはならなかったが、ユニクロもフランスのファッションデザイナー、クリスト
フ・ルメールやクリエイターのジョン・ジェイらをブランドの核に取り⼊れているなど、
このアプローチを実践している企業のひとつである。こうした外部ボードの活⽤は、ブラ
ンド鮮度を保ち、第三者的視点からアライメントを⾏う⽅法として有効だ。 
 
③Proof：根拠・イシューの共有 
Efficient ブランドは、価値の守り⽅にも秀でている。そして多くの場合、商品やサービ
スの価値の伝え⽅は、根拠：Proof がストーリーとして伴っている。彼らは機能や性能では
なく、それ以前のストーリーづくりが秀でているのだ。 
たとえばスターバックスは研修でわざわざ店を閉めることで、その価値を意図的に演出
している（研修でわざわざ店を閉める必要は本来ないはずだ）し、パートナーにかける研
修時間を情報として流通させている。ナイキは著名デザイナーとのコラボレーションを⾼
価格・限定数量で打ち続けることで、イメージごとマスブランドに落ちないよう細⼼の注
意を払っている。モスバーガーの待ち時間の⻑さも、ある種の価値の魅せ⽅だと⾔っても
よいだろう。 
価値をコミュニケートするもう⼀つのアプローチは、イシューの共有だ。カルビーは創
業の原点に⽴ち戻り、「ポテチショック」を⼀企業の問題で終わらせずに社会的なイシュ
ーとリンクしたし、ヤマト運輸は値上げの理由を社会的課題から説明し、トップが積極的
に媒体露出を繰り返すことで⽣活者が理解できるような広報戦略をとった（そしてそのア
プローチは前述のとおりつねに誠実だ）。 
このように、価値そのものではなく価値に付随するストーリーを Proof としてコミュニ
ケート出来るか否かが、Efficient ブランドになるかどうかのドライバーとなっている。 
 
さて、ここまでの ②Process ③Proof はどちらかというと「何を伝えるか」という
WHAT の部分だが、次の 2 つは「どう伝えるか」という HOW の部分だ。 
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④Property：ヒト・店舗・ハード・プラットフォーム・積分 
Efficient ブランドは広告をかけない分、ヒト・モノともに⾃社の資産をブランドのタッ
チポイントとしてフル活⽤している企業が多い。 
例えばヒトだ。カルビーのようにリーダー⾃らが報道露出を通じてブランドの「顔」と
なる場合もあれば、⾃社で接客タッチポイントを持つ良品計画やスターバックス、ヤマト
運輸は記述のとおり従業員がブランドを担うウエイトが⼤きく、スターバックスに⾄って
はそれが全てと⾔い切って良いくらいだ。インタビューは⾏えなかったが、ヤクルト本社
やモスフードサービスもそういった接客タッチポイントをフルで活⽤出来ているブランド
だといえるだろう（ヤクルトレディはあなたのオフィスを歩くブランドだ）。また、今回
Efficient ブランドには⼊ってこなかったが、ZOZOTOWN の前澤友作などもブランドの顔
として積極的にコミュニケートしている例といえる。 
他に Property としては、店舗やハードがあげられるだろう。例えばヤマト運輸の 5 万台
に及ぶトラックは⼀つのマスメディアであるし、飲料メーカーの⾃動販売機なども実質的
にマスリーチを稼いでいるブランドタッチポイントだ。 
オンラインの Property にはモバイルアプリや⾃社メディアといったプラットフォームが
挙げられる。既述のとおり良品計画やスターバックスのモバイルアプリはブランド体験と
してマスメディアをしのぐ規模に成⻑しているし、ヤマト運輸やナイキなども数百万⼈単
位の顧客タッチポイントをオンラインで⾃社保有している。 
また、積分的な時間概念も Property の⼦要素として挙げられる。カルビーやコクヨとい
った企業は顧客の⼈⽣における早い段階で彼らを顧客にしており、⼀度使ったり購⼊した
ものに対して働く認知バイアス、いわゆる“私のママ”効果が働く。この効果は今回の観察で
は⽂具や菓⼦ブランド、飲料でも特にカルピスやヤクルトといったブランドによくあらわ
れたが、玩具やアパレルなどのブランドもこの効果を⽤いた⼤⼈へのブランディングが可
能なはずだ。昨今「若者のクルマ離れ」などと叫ばれているが、根本は経済的要因の他こ
こにある。⻘少年期の原体験が不⾜しているのだ。すべてのブランドにとって、こうした
早い段階での原体験の設計は LTV（LifeTime Value：顧客⽣涯価値）に対してクリティカ
ルにヒットする。 
 
⑤Partner：ファン・報道・出版・チャネル 
 
 
 
62 
最後に、⾃社以外のパートナーだ。パートナーには⼤きくわけて 4 者いる。 
まずはファンだ。顧客をファン化し、彼ら⾃⾝が発信タッチポイントとして⾃発的にブ
ランドに寄与している⼀例が、良品計画やスターバックスである。また、インタビューを
⾏わなかった Efficient ブランドでもナイキやソニーはこれらのファンによって⾃発的なコ
ミュニケーションがなされているブランドだといえるだろう。アップルも⼀部ではこうし
たファンによって⾃発的なコミュニケーションが⽣まれている⼀例だといえる。 
⼆つ⽬が報道である。外部のメディアによる報道をたくみに活⽤しているのも、Efficient
ブランドの特徴だ。スターバックスは先に述べたような Proof の広報活動がうまく、⽇本
進出時の⾏列の報道など、宣伝的な広報活動にも秀でている。カルビーの共創プロセスの
リーチを最⼤化したのも 47 都道府県の報道機関であったし、ヤマト運輸の意思決定をリー
ダーを通じて世に広めた最終的なタッチポイントも報道によるところが⼤きい。報道機関
との付き合い⽅には広報活動と広告があるが、対象をイシュー化することによって広告に
頼らない報道の獲得を可能にしているのが、Efficient ブランドの特徴だ。 
出版というアウトプットのしかたも、⼀部の Efficient ブランドで⾮常に特徴的だ。良品
計画やスターバックス、ヤマト運輸は既述の通り競合の Spender ブランドに⽐べて圧倒的
に出版物が多い。インタビューしなかった Efficient ブランドでもソニーやナイキなどはこ
の類に⼊ってくるだろう。2017 年に出版されたナイキの創業者フィル・ナイトの⾃伝
「SHOE DOG」はアメリカで 40 万部、⽇本でも 20 万部を突破し、「ビジネス書⼤賞
2018」を受賞した。 
⼩売チャネルが主要なブランドタッチポイントになっている企業もある。サプライチェ
ーンのエンドが⼩売やコンビニエンスストアなどになる商売形態のブランドは、この店頭
タッチポイントを最⼤限活⽤することでマスリーチを獲得することが可能だ。今回の分析
でいうカルビーがその典型である。なお、⼩売チャネルの場合、広告宣伝費にはあらわれ
ない販売費にこれらの棚獲得にかかる変動費が含まれていることも留意しておきたい。 
いっぽう、⾃社店舗型のブランドでも、⾃社店舗以外の⼩売チャネルをブランドタッチ
ポイントとして活⽤出来ているブランドもある。例えば本研究で Efficient ブランドとして
取り上げている無印良品やスターバックスは、それぞれコンビニエンスストアに売り場を
持ったり、コンビニエンスストアに対応した商品開発を⾏って⽣活者が⽇常の中で⾃ブラ
ンドに接する機会をマス規模で獲得できている点が秀逸だ。 
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Efficient ブランドの 5P 
Efficient ブランドを構成する以上 5 つの主要素を 5P として概念にしたものが、図 10 に
⽰す「Efficient ブランドの 5P」フレームワークである。 
 
図 10 Efficient ブランドの 5P 
この 5P フレームワークは、あらゆるブランドが Efficient ブランドを⽬指すときのガイ
ドラインとして活⽤出来るものである。5P フレームワークの利点は、あるブランドが伝え
るべきブランドバリュー（WHAT）と、それを伝えるためのブランドタッチポイント
（HOW）を⼀⽬で把握可能なところにある。 
伝統的なカスタマージャーニー、たとえば AISAS や AIDMA、あるいはコトラーが提唱
する 5A といったフレームワークは、この 5P フレームワークの HOW のみ
．．
を整理したもの
にすぎない。しかし本研究においては、Efficient ブランドでは特に WHAT そのものの重要
度が⾼いことが明らかになった。 
 
第二項 Efficient ブランドに向かうための 4 ステップ 
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実務において、この 5P を実践し、Efficient ブランドに向かうために 4 つのステップを提
唱する。Efficient ブランド化を実践する際の 4 ステップの概要を、図 11 に⽰す。 
 
 
図 11 Efficient ブランドになるための 4 ステップ 
 
それぞれのステップは以下の通りである。 
 
STEP1：5 つの P を棚卸し 
まず、ブランドとして 5 つの P を棚卸しし、それぞれ 15 の⼩要素レベルに落とし込んで
⾃社の現状を洗い出していく。この棚卸し作業を通じて、ブランドエクイティの構成要素
として何が強く、何が不⾜しているかを把握する。次項で説明するが、この作業を競合ブ
ランドに対しても⾏うことで、⾃社の強みや⾒落としていたブランディング要素を相対的
に洗い出すことが可能だ。このステップで 5P と 15 の⼦要素を棚卸しする際のチェック項
⽬例を、表 9 に⽰す。 
 
 主要素 ⼦要素 チェック項⽬例 
 ① ルーツ 創業やルーツのストーリーは社会的バリューがあるか 
4.

	
3.
2HOW
	
2.
3WHAT


1.
5P

Philosophy
Process
Proof
Property
Partner
(Paid)
 
 
 
65 
ブ
ラ
ン
ド
バ
リ
ュ
 ー
（
W
H
A
T
）
 
Philosophy 思想 ひとりよがりなブランド規定にこだわっていないか 
②Process 
共創 マーケティングのプロセスは閉ざされ過ぎていないか 
オープン化 外部ボードなど活⽤してブランド鮮度を保つ余地はあるか 
③Proof 
根拠 価格や価値の理由は、物性価値に依りすぎていないか 
イシューの
共有 
経営環境を社会のイシューとリンクする余地はないか 
ブ
ラ
ン
ド
タ
ッ
チ
ポ
イ
ン
ト
 
（
H
O
W
）
 
④Property 
ヒト ヒトやリーダーは⼗分にブランドを体現出来ているか 
店舗 ブランディングや体験設計に抜かりはないか 
ハード 
店舗の他にブランドタッチポイントとなっているハードが
活⽤できているか 
プラットフ
ォーム 
WHAT を⼗分に伝えたり、情報収集が出来ているか 
積分 顧客の原体験機会を獲得できているか 
⑤Partner 
ファン ファンとなった顧客の声を可視化できているか 
報道 広報活動が販促に依りすぎず、社会と対話出来ているか 
出版 ⾃社のバリューを書籍化出来るチャンスはないか 
チャネル 
配架率は⼗分でかつチャネルと商品の特性は合致している
か 
 Others ∞ 他に⾃社の WHAT や HOW はないか 
表 9 Efficient ブランドの 5P チェックポイント 
 
STEP2：3 つの WHAT を強化 
Efficient ブランドになるためには、ブランドタッチポイント（HOW）の前に、ファクト
であるブランドバリュー（WHAT）を強める必要がある。思想やストーリーは⼗分に新鮮
かつ誠実で、社会的なバリューはあるか。ひとりよがりなブランド規定にこだわっていな
いか。マーケティングのプロセスは閉ざされ過ぎていないか。価格や価値の理由は、物性
価値に依りすぎていないか。それをささえる根拠はコミュニケートできているか。そうい
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ったチェックポイントを細かく経て、WHAT をチューニングし、⾜りない部分を優先順位
をつけながら強化していく。 
実務上、リブランディングの作業で最も重要なのは、⼀種の HOW であるロゴや CI では
なく、この WHAT の部分の鮮度や純度を⾼めることである。 
 
STEP3：2 つの HOW を補完 
Efficient ブランドになるためには、WHAT を強化したのち HOW の「⽳」を埋めていく
ことが重要である。 
通常のブランドの場合、意外と⾒落としがちなのが⾃社のもつタッチポイント資産であ
るが、Efficient ブランドになるためには⾃社の資産を「使い倒す」ことが重要である。
Property では、ヒトは⼗分にブランドを体現出来るためのトレーニングやラーニングが出
来ているか。リーダーをブランドの顔として活⽤する余地はないか。店舗や輸送機器など
のブランディングや体験設計に抜かりはないか。パッケージでは、ブランドの思想や価値
の根拠などが適切に伝わっているか。オンラインでは、アプリや⾃社サイトなどで WHAT
を⼗分な⼈数にコミュニケートし、情報収集が出来ているか。顧客の原体験に⽴ち会い、
出来るだけ⻑い時間軸の中で顧客とのエンゲージメント機会を獲得できているか。 
Partner では、ファンとなった顧客の声を可視化できているか。店頭の配架率を⼗分に獲
得出来ているか、あるいは、チャネルと商品の特性にズレはないか。広報活動が販促に依
りすぎず、社会と対話出来ているか。⾃社のバリューは書籍化出来るチャンスはないだろ
うか。顧客の声を拾い上げているか。 
これらのチェックポイントを細かく⾒直し、特に重要度：⾼、達成度：低となっている
要素があれば順番に⼿当てが必要だ。広告拠出に逃げず、まずは⼿元の武器を最⼤化す
る、という意識が全社的に必要になってくるだろう。 
 
STEP4：足りないところを広告で補完 
これまで、Efficient ブランドの要件として広告を⽤いずに⾏えるブランディングの⼿法
を WHAT と HOW にわけて 3 つのステップで紹介してきた。これに続く最後のステップ
が、それでもなお⾜りないタッチポイントやリーチを補完する広告の活⽤だ。 
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実は Efficient ブランドの中でも広告を活⽤しているブランドはいくつかあり、ヤマト運
輸は前述の通り広告を Philosophy の伝達において⾮常に有効に活⽤できているし、インタ
ビューしなかった企業でもナイキやカゴメは広告でブランドの鮮度を常にキープできてい
る好例である（もちろん広告費は⾮常に少ない）。 
通常の広告代理店的世界では、まず「広告ありき」の議論が進むことが多いが、マーケ
ティングの⽬標や経営の KPI ないし KGI にたいしてなぜ広告がベストなのかといった議論
がじゅうぶんになされることは少ない。まずは 1〜3 のステップをしっかりと踏み、広告は
あくまでそれでも戦略上不⾜する認知率やリーチ量、あるいは時間短縮を獲得する⼿段と
してとらえるべきである。 
 
第三項 検証：Spender ブランドとの違い 
さて、「Efficient ブランドの 5P」で⽰した５つの主要素は Efficient ブランドの観察から
抽出された主な要素であるが、実際にそれぞれの要素が同じ業界の Spender ブランドとど
のような違いをみせているかを検証として観察しよう。観察した業界と、対となる
Spender ブランドの⼀覧は表 10 のとおりである。 
 
業界 Efficient ブランド Spender ブランド 
⽣活⼩売 良品計画 イオン 
外⾷ スターバックスコーヒージャパン ⽇本マクドナルド 
⽂具 コクヨ パイロットコーポレーション 
菓⼦ カルビー 江崎グリコ 
運輸・輸送 ヤマト運輸 ⽇本通運 
表 10 Efficient ブランドと比較した、同業界における Spender ブランドの一覧 
この５業界で、表 9 に⽰したチェック項⽬それぞれについて、 0:できていない 1:多少で
きている 2:よくできている というスコアリングを Efficient ブランドと Spender ブランド
に対して簡易的に⾏った。 
チェック項⽬の WHAT に関しては書籍や記事の内容から定性的にスコアリングし、
HOW に関しては例えば店舗数や出版物の数など、定量化出来るものは出来る限り定量化
した上で 0〜2 の３段階でスコアリングを⾏った。 
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⼀例として、良品計画とイオンのスコアリング⼀覧表を表 11 に⽰す。 
 
 主要素 ⼦要素 無印良品 イオン 
ブ
ラ
ン
ド
バ
リ
ュ
ー
（
W
H
A
T
）
 
①Philosophy 
ルーツ 2  1  
思想 2  0  
②Process 
共創 2  0  
オープン化 2  0  
③Proof 
根拠 2  1  
イシューの共有 1  0  
 
④Property 
ヒト 2  1  
店舗 2  2  
ハード 0  0  
ブ
ラ
ン
ド
タ
ッ
チ
ポ
イ
ン
ト
 
（
H
O
W
）
 
プラットフォーム 2  1  
積分 1  2  
⑤Partner 
ファン 2  0  
報道 1  1  
出版 2  1  
チャネル 2  0  
表 11 Efficient ブランドと Spender ブランドとの比較スコアリング 
（生活小売業界の例） 
 
このような簡易的なスコアリングを 10 企業それぞれに⾏った結果をグラフにしたもの
が、図 12 である。 
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図 12 5 つの P（左）と子要素（右）で観察した 
Efficient ブランドと Spender ブランドの違い 
簡易的かつ少なからず主観的なスコアリングに基づく結果であることには留意したい
が、以下がおおむね Efficient ブランドと Spender ブランドの違いであるといえるだろう。 
 
I. いずれの 5P においても、Efficient ブランドは Spender ブランドよりもスコアが
優れている。 
II. ⼦要素の中では、特に「思想」のスコアに Efficient と Spender 間⼤きな隔たりが
あった。 
III. また、「報道」や「ヒト」「チャネル」「根拠」「共創」「イシューの共有」な
ども準じてスコアの差が⼤きかった。 
IV. 逆に Property にはやや違いが⼩さく、店舗・体験や販売チャネル、顧客の使⽤経
験の積み重ねは⼤きな差にはなっていなさそうである。Property の中ではプラッ
トフォームの有無にスコアの差が⼤きかった。 
 
実務において⾃社ブランドを広告に頼らずに確⽴させるならば、競合ブランドを同じ業
界内でこのように分析した上で、各要素のブランドスコアへの寄与度を重回帰分析などで
さらに定量化したり、業界の特性に合わせて⾃社の最適な 5P ポートフォリオを組んでいく
ことが有効であろう。 
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第三節 Efficient ブランドの課題 
以上、Efficient ブランドの定式化として「Efficient ブランドの 5P」フレームワークと、
Spender ブランドとの簡易的な検証を⾏ってきた。 
 
いっぽうでインタビューを通じ、Efficient ブランドにはいくつかの課題があることも明
らかになった。たとえば良品計画では海外市場進出時におけるブランド認知の垂直的な獲
得に課題があり、カルビーも新商品⽴ち上げ時の認知獲得にはやはり TVCM の魅⼒は⼤き
いと⾔及された。コクヨにおいても、チャネル環境の変化にともない、特に⻘少年層にお
けるブランド認知（もっといえばブランド原体験）低下の懸念は捨てきれない。Efficient
ブランドにおいても、市場環境や社会環境、メディア環境の変化にともなって要所では広
告を活⽤していく視野をもっておくことが肝要だ。 
 
これらの点を鑑みると、広告の活⽤はある特定の業界や役割においては引き続き有効で
あり、本研究はその効⽤を無視するものでは決してない。 
また、本研究が⽰した「Efficient ブランドの 5P」はあくまでもブランドスコアを従属変
数とした際のブランドドライバーを整理したものであり、それ以外の⽬的において
「Efficient ブランドの 5P」フレームワークの汎⽤性を主張するものではない。 
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結論：「広告ありき」からの脱却 
 
第一節 結論 
本研究では、年間 6 兆円にのぼる⽇本の広告市場における「外れ値」にあたるブラン
ド、すなわちごく僅かな広告費しか使っていないにもかかわらずブランドスコアの⾼い企
業：「Efficient ブランド」に着⽬し、定量的アプローチによって Efficient ブランドを抽出
したのち、インタビューと⽂献調査によって Efficient ブランドを構成する 5 つの主要素と
15 の⼦要素を明らかにした。⼀連の観察や調査の結論は下記に要約される。 
 
I. 先⾏研究において⼀定程度あるとされていた広告宣伝費とブランド価値との正の
相関関係は、本研究においては 4 つすべてのブランド調査において観察されなか
った。 
II. しかし本研究では、先⾏研究が⾏っていない業界別の観察を⾏い、⽣活消耗品や
IT/SaaS など 4 つの業界では相関関係が⼀定度数観察され、これらの業界での広
告によるブランドスコアへの貢献可能性は⽰唆された。それ以外の業界では相関
関係はほとんどみられなかった。これは実務において、⾃社の業界特性によって
戦い⽅を検討可能になる新しい視点だった。 
III. Efficient ブランドのブランド構造を構成する重要な要素は、5 つの P
（Philosophy、Process、Proof、Property、Partner）と 15 の⼦要素に集約さ
れ、「Efficient ブランドの 5P」フレームワークとして簡潔に整理された。 
IV. その 5P をもとに、Efficient ブランドと Spender ブランドの簡易的な⽐較を⾏っ
た結果、5 つの主要素いずれにおいても Efficient ブランドは Spender ブランドよ
りも優れたスコアを⽰し、なかでも Philosophy には⼤きなスコアの隔たりがあっ
た。⼀⽅で Property は最も差の⼩さな主要素であった。 
V. 実務においては、4 つのステップに従って「Efficient ブランドの 5P」フレームワ
ークの実践が可能で、15 の⼦要素それぞれのチェックポイントを通じて⾃社が
Efficient ブランドを⽬指す⽅向性が⾒いだせる。広告は、棚卸し後に補完的⼿段
として活⽤を検討する。 
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VI. ⼀⽅で Efficient ブランドならではの課題もあり、市場環境やメディア環境の変化
にともない、広告の補完的な活⽤を常に広い視野で検討しておくべきである。特
に II.にあるように、特定の業界においてブランドスコアと広告の正相関は⼀定程
度ある可能性がある。 
VII. またインタビューでも⾔及されたように広告は特定の役割においては引き続き有
効であり、「Efficient ブランドの 5P」フレームワークは短期的な販促活動などに
おいて汎⽤性をもつものでもない。 
 
以上が本研究の結論要旨である。 
 
第二節 本研究の留意点と今後の研究への指針 
本研究においては残念ながら調査や研究⼿法の範囲に制約があり、今後の研究に託すべ
き視点を以下に整理しておく。 
 
I. 全媒体の媒体費での観察。現状、ビデオリサーチ社が研究⽬的で利⽤許可してい
るのはテレビの媒体費のみであるが、全媒体（テレビ、新聞、雑誌、ラジオ、イ
ンターネット、屋外）の媒体費とブランドスコアとの相関関係を観察する。 
II. あるいは、媒体ごとの観察。媒体ごとに相関関係を観察し、よりブランドスコア
に寄与している媒体や寄与度の低い媒体を明らかにする。 
III. 時系列やタイムラグの視点の導⼊。媒体費のデータ取得期間を何パターンかにわ
け、ブランドスコアはどのくらいの期間で形成され、あるいはどのくらいの期間
で減衰するのか。 
IV. 特定の業界に特化。ある業界のブランドスコアの観察。本研究では上位 100 社な
どをみていったが、下位企業により着⽬することでデータはより豊かになるだろ
う。 
 
以上が本研究の以後、実務上も学術上も貢献度の⾼そうな研究テーマの⼀例だ。今後実
務経験の豊かな⼈間によって学術的な成果が続けて出されていかんことを願う。 
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⽣涯のパートナーとして⾃分を選んでくれた妻・由紀⼦。いつも新しい芸術を紹介して
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これら、⾃分の⼈⽣で出会い、交わったすべての⽅々に感謝を捧げたい。 
 
この論⽂は 35 歳時点での私の⼈⽣のスナップショットである。さて 10 年後、20 年後、
⾃分はどんな⼈⽣を歩んでいるだろうか。皆⽬⾒当がつかないが、ときまれにこの⽂章を
読み返して、平成最後の年の瀬を思い起こしてみてほしい。 
 
未来の⾃分⾃⾝と家族に捧げる⽇記として 
 
2019 年 1 ⽉ 
代々⽊ハウススカイラウンジにて 
阿部将顕 
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Appendix 
 
本研究の第⼆章第三節で観察された各ブランド調査、各業界における𝒱とℳの関係を⽰した
散布図を、添付資料として以下の通り添える。 
 
生活消耗品 
 
生活消耗品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
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生活消耗品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
IT/SaaS 
???????
???
?????
???
????
??
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????????????????????????????
????
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IT/SaaS 業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
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IT/SaaS 業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
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IT/SaaS 業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
食品（飲料） 
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食品（飲料）業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
???????? ?????????????
??????
??????
??????
???????????
??
??
??
??
??
??
?? ?????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
????
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食品（飲料）業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
?????????
???
??????
????????
?????
??????
??????
????????
????????
?????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ??????????? ?????????? ?????????? ?????????? ?????????? ?????????? ??????????
????
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食品（飲料）業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
スポーツ 
?????????
???
???
??????
???????
??????
??????
????????
????????
?????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ??????????? ?????????? ?????????? ?????????? ?????????? ?????????? ??????????
????
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スポーツ業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
エレクトロニクス 
???????
?????
?????????
???
???????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ??????? ???????? ???????? ???????? ???????? ???????? ???????? ????????
????
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エレクトロニクス業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
???????
???????
????
????????
?
??????
???
????????
???
??????
????
????
?????
????
????
????????
??????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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エレクトロニクス業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
食品（一般） 
?????
????????
??????
???
????
????
??
????????
??????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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食品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
????
????????
???
??? ???????????????
???????????
??
??
??
??
??
??
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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食品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
???
???????
???????
???
??????
????
???
????
?????
???????????
???
????
???? ???
???????????
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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食品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
自動車 
???
????
????
??????
???????
???
??????
????
?????
?????
?????
?????????
???
????
????
???
??????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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自動車業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
???
??????
??????
?????
??????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
 
 
 
93 
 
自動車業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
生活小売 
???
??????
??????
?????
??????
???????????
???
???
???
???
???
???
?? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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生活小売業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
?????????
????????
????
?????????
?????? ???
?????
???
???????????
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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生活小売業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
食品（菓子） 
????
?????
???
?????
?????
????
??
???
?????????
????????
???
???????????
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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菓子業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
???? ????????
????
??
????
???
?????????
????
???????????
??
??
??
??
??
??
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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菓子業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
???
????
????
???
????????
????
????????
????
????
?????
??
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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菓子業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
外食 
????
????
???
????
????????
????
????
????????
?????????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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外食業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド・ジャパン） 
?????????
?????????
?
?????????
???????????????
??????
????????
?????
???????????
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?? ?????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
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外食業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
輸送・運輸 
?????????
??
????????
?????????
?????????
?????????
??????
???????????????????
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????????? ??????????? ???????????
????
 
 
 
101 
 
運輸・輸送業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
???????
???????????
?????
?????
????
????
????
?????????
???
???????
???????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????? ?? ?????????? ?????????? ???????????
????
 
 
 
102 
 
運輸・輸送業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（JNN データバンク） 
 
生活用品 
???
????
?????
?????
????
????
???????
???????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ?????????? ??????? ?? ?????????? ?????????? ???????????
????
 
 
 
103 
 
生活用品業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
 
文具 
???
???????
????
??????
?????
???????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ????????????????????????????????????? ????????????????????????????????
????
 
 
 
104 
 
文具業界の𝒱（縦軸）とℳ（横軸、千円） 
（ブランド戦略サーベイ） 
 
???
????
????
?????
???
????????
?????
??????????
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
?? ???????? ?????????? ?????????? ??????????
????
